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第 1 章 序論 

1.1 本研究の目的 

 現代社会では技術の進歩に伴ってエネルギー消費量が増加しており、各種燃料副産物の

排出による環境問題が必然的な国際課題となっている。特に、地球温暖化は多様な気候変

動を引き起こし、生態系にも大きな影響を与えるため、世界規模の環境問題として注目さ

れている[1]。地球温暖化の原因となる温室効果ガスの中で、二酸化炭素（CO2）は国内

の温室効果ガス総排出量の 90 %以上を占めており、地球温暖化に及ぼす影響が最も大き

いと考えられる[2]。ここで、運輪産業は二酸化炭素の排出量が多い代表的な産業分野の

一つであるが、車体を 100 kg 軽量化すれば、燃費が約 1 km/L 向上し、約 20~30 g-

CO2/km の二酸化炭素排出量を抑制することができる[3]。加えて、車体の軽量化は自動

車の加速・停止時の走行性能向上に寄与するなど、多くの利点が存在するため、自動車メ

ーカーでは車体軽量化技術の開発が積極的に行われている[4]。例えば、鋼と軽金属など

の異種金属を接合可能な技術は、構造体の軽量化のみならず、コストの低減なども目的と

して、多様な材料を適材適所に取り入れるマルチマテリアル化を実現できる技術として注

目されている。しかしながら、異種材料においては各被接合材の物理的・機械的・化学的

性質が大きく異るため、溶融溶接ではクラック、残留応力および厚くて脆い金属間化合物

などが形成し、健全な異種継手を得ることが困難である[5-7]。 

 以上の背景より、溶接が困難な様々な同種・異種材料組み合わせに対して、材料の融点

以下の低温で接合が可能な固相接合法が盛んに検討されている。1891 年に、Bevington ら

は摩擦によって発生する熱を加工や接合に応用できるアイディアを提示した[8]。1954 年

にソ連の Chudikov らは金属丸棒の摩擦圧接実験に成功し、1957 年にソ連電気溶接機研究

所で摩擦圧接機 MST-1 が開発された[9]。摩擦圧接法は被接合材の溶融を伴わず、多様な

組み合わせの材料を接合できるため、1960 年代には自動車のエキゾーストバルブ、フロ

ントドライブシャフトの製造に適用され、電機産業においては銅/アルミニウム接点への

適用が検討された[10]。日本では、1964 年に摩擦圧接研究懇談会（現、摩擦圧接協会）
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が設立され、実用化への対応が始まった。それ以降、鉄鋼材料[11-23]だけでなく、チタ

ン合金[24-32]、アルミニウ合金[33-41]およびマグネシウム合金[42-47]などの摩擦圧接

に関する研究が盛んに行われている。しかしながら、摩擦圧接では回転摩擦を用いるため、

被接合材の形状が丸棒形状に制限される。また、被接合材の直径が大きくなるほど、接合

界面における周速の差異によって熱分散度が大きくなり、接合界面での温度や組織の不均

一性が顕著になる[48]。これに対して、本研究では電気抵抗熱（ジュール熱）を熱源とし

て用いることで、被接合材の形状の制限を排除すると共に、接合界面全域への均一な入熱

を達成できる「圧力制御通電圧接法」という新規な固相接合法を提案する。 

 本論文の主なアイディアは、圧力制御通電圧接を用いて既存の溶接が困難な同種および

異種の被接合材の組み合わせに対して接合を試みることである。被接合材にはアルミニウ

ム合金（AA5052）、中炭素鋼（S45C）、ステンレス鋼（SUS316L）およびチタン合金

（Ti-6Al-4V）を用いた。得られた継手の機械的性質を硬さ試験と引張試験を行うことで

評価した。硬さ分布は接合部の硬化及び軟化挙動を理解するために実施した。また、引張

試験後、応力―ひずみ曲線より継手の引張強度と破断時伸びを計算した。加えて、接合メ

カニズムを理解するために、継手の微細組織を種々の方法で観察し、継手の機械的性質に

影響を及ぼす欠陥、未接合部、軟化相・硬化相および金属間化合物を詳細に観察した。 

 本論文の目的は、中炭素鋼（S45C）およびアルミニウム合金（AA5052）の同種組み合

わせ、チタン合金（Ti-6Al-4V）とステンレス鋼（SUS316L）、アルミニウム合金

（AA5052）と中炭素鋼（S45C）などの異種材料の組み合わせの接合を可能にするため、

ジュール熱と大荷重の印加を特徴とする新規固相接合法である圧力制御通電圧接法を開発

することである。接合温度の低温化および均一化を図ることで溶接欠陥、熱影響部および

厚い金属間化合物層等の形成を抑制し、健全な継手を作製するとともに、多様な接合条件

（接合圧力、電流、寄り代、寄り速度、試験片の形状など）における接合状況や得られた

継手の詳細な評価によって、継手の微細組織や機械的性質に及ぼす接合条件の影響を深く

理解し、接合メカニズムを解明することも目的とした。 



3 

 

1.2 本研究の構成 

 本論文の構成は図 1.1 で図示されている。本論文は第 1 章から第 7 章まで構成されてい

る。 

 第 1 章は、序論であり、論文の全体的な緒言・目的と構成について述べる。 

 第２章では、本論文の研究背景であり、中炭素鋼の同種接合、アルミニウム合金の同種

接合、チタン合金－ステンレス鋼の異種接合、およびアルミニウム合金―中炭素鋼の異種

接合の現状を紹介する。 

 第 3 章では、圧力制御通電圧接方法（Pressure-controlled joule-heat forge welding; 

PJFW）の原理と接合装置の概要を紹介し、温度制御のメカニズムを述べる。 

 第４章では、圧力制御通電圧接法を用いた中炭素鋼（S45C）の同種接合に関する結果

を示す。被接合材の変形抵抗の温度依存性に基づいて、α→γ相変態温度（A1 点）以下の

温度（約 700 ℃）に該当する接合圧力を付与することで、マルテンサイト変態の抑制を試

みる。また、作製した継手に対して、熱履歴分析、微細組織観察、硬さ試験および引張試

験を行い、電流や寄り代の影響を調べ、接合界面形成メカニズムを解明する。 

 第 5 章では、圧力制御通電圧接を用いたアルミニウム合金（AA5052）の同種接合に関

する結果を示す。Al 合金は高温で転位密度が低下し、熱影響軟化領域を抑制することが難

しい。加えて、熱伝導率が高いため、接合時の圧縮変形に伴う接合界面の拡大による入熱

量の低下や熱の拡散が起こりやすい。そこで、本章ではテーパ形状試験片を用い、高接合

圧力や高寄り速度を付与することで、低温かつ迅速な接合により 100 %の接合効率を有す

る継手の作製を目標とする。また、熱履歴と機械的性質評価および微細組織観察を実施す

ることで、これらに及ぼす接合パラメータの影響を解明する。 

 第 6 章では、圧力制御通電圧接法を用いたチタン合金（Ti-6Al-4V）とステンレス鋼

（SUS316L）の異種接合に関する結果を示す。本章では、接合圧力や寄り代が継手の機

械的性質や微細組織に及ぼす影響を述べる。また、両材料の変形抵抗の温度依存性を示す
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曲線の交点に該当する接合圧力を付与し、両材料の被接合界面を十分に塑性変形させ、均

一かつ健全な接合界面を形成させることで、従来得られていない 100 %継手効率を有する

Ti-6Al-4V―SUS316L 異種継手の作製を目指すと共に、その際の接合界面形成メカニズム

を解明する。 

 第 7 章では、圧力制御通電圧接法を用いたアルミニウム合金（AA5052）と中炭素鋼

（S45C）の異種接合に関する結果を示す。アルミニウム合金と中炭素鋼の異種組み合わ

せでは脆い金属間化合物が形成する。加えて、融点や強度が大きく異なるため、両材料の

変形抵抗の温度依存性を示す曲線に交点が存在しない。そこで、本章では試験片の形状を

検討することで、接合部の電気抵抗を制御し、両材料の昇温挙動や変形挙動を制御するこ

とで、健全な異種継手の作製を試みる。また、異なる接合圧力で得られた継手の微細組織、

力学特性および破断挙動を解析することで、接合界面形成メカニズムを解明する。 

 第 8 章では、本研究で得られた全ての結果について、まとめて述べる。 
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図 1.1 本論文の構成図 
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第２章 研究背景 

2.1 緒言 

 金属材料の接合方法は、「溶融溶接」、「ろう接」および「固相接合」に大別すること

ができる。図 2.1[1]に接合方法の分類を示す。溶融溶接では被溶接材の溶接部を加熱し、

被溶接材又は被溶接材と溶加材を溶融若しくは半溶融状態にすると共に溶接面間の隙間に

溶融材料の流動を起こし、原子結合を再配置することで被溶接材を接合する。ろう接の場

合は被溶接材の溶融と流動を伴うことなく、母材より融点が低い溶加材（ろう材）を溶か

し、毛管現象を利用して溶接面間の隙間にろう材を充填することで被溶接材を接合する。

固相接合においては、接合部に外部からの強い機械的圧力を印加し、低温でも被接合材同

士の当接面に材料の塑性流動を起こし、新生面同士の当接により被接合材を接合するのが

一般である[2]。 

 ろう接と溶融溶接は比較的容易に実施できることに加えて、被接合材の密着性に優れる

ため、幅広い適用が可能である。しかしながら、ろう接は溶加材によって得られる継手の

機械的特性が制限されるため、高品質な溶接部を要する部品には望ましくない。また、溶

融溶接の場合、局部的な溶融凝固に起因して、疲労強度の低下及び応力腐食割れなどを引

き起こす残留応力や溶接変形が生じることや、相変態、第二相の生成や融解および結晶粒

成長などの微細組織変化が起こることで、溶接部の脆化および軟化が生じることなどが問

題となる[3, 4]。 

 低温で接合ができる固相接合法にはロールボンディング、摩擦攪拌接合、線形摩擦接合、

摩擦圧接および拡散接合が存在し、溶融溶接の欠点を克服することができる接合法として

盛んに検討が進められている。特に、拡散接合と摩擦圧接は、棒状試料に対して有効な固

相接合法として知られており、広く実用化されている。 

 拡散接合は母材を密着させ、融点以下の温度で塑性変形が起こらない程度の圧力を付与

し、接合界面で生じる原子拡散を利用する接合法である[5]。しかし、この接合法では外部
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の熱源による加熱が必須であり、試料の寸法が制限されることに加え、加熱時間が長く、

真空あるいは適切な雰囲気が必要となることなどが問題となる。 

 

 

(a) 
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(b) 

図 2.1 （a）溶融溶接と（b）固相接合の溶接プロセス分類[1] 

 

 一方で、摩擦圧接は、被接合界面を材料同士の回転摩擦を用いて加熱し、圧力の印加に

よるアップセットで接合を達成する方法である[6]。この接合法は、材料の回転摩擦熱を利

用するため拡散接合と比較すると試料寸法の制限が少なく、接合面以外の領域への入熱量
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が小さいため、難溶接材料の同種接合や異種接合に対しても有効な接合方法として知られ

ている。また、摩擦圧接は接合工程サイクルが少ない簡便な接合法であり、接合に必要な

エネルギーを低減することができることに加え、材料の損失も最小化できるという利点も

あるなど、最も有望な固相接合の一つである。 

 図 2.2[7]に基づいて、世界的に多くの需要がある材料として鉄、アルミニウム、銅およ

びチタンを選定し、その物理的性質の比較を表 2.1[8]に示す。また、図 2.3[9]に炭素鋼の機

械的性質や微細組織に及ぼす炭素含量の影響を示す。一般的に、炭素含量の増加に伴い、

炭素鋼の引張強度や硬さが増加し、延性は減少する傾向が知られている。本研究では、適

度な強度と延性を兼ね備える中炭素鋼 S45C を接合材として選定した。 

 

図 2.2 全世界の産業に使用されている金属の割合（単位：wt %）[7] 
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表 2.1 主な金属元素の物理的性質[8] 
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図 2.3 鋼の機械的性質と組織形成に及ぼす炭素含有量の影響[9] 

 

 アルミニウム合金は合金元素の種類に伴い 1000 系から 8000 系に大別される。各アルミ

ニウム合金における熱処理の有無や機械的性質を図 2.4[10-14]に示す。また、各アルミニ

ウム合金の引張強度および疲労強度を図 2.5[15, 16]に示す。アルミニウム合金は熱処理系

合金や非熱処理系（加工硬化系）合金に分類することができ、熱処理系の場合は時効熱処

理に伴い鋼に匹敵する引張強度を有する合金も存在する。本研究では、中炭素鋼との異種

金属の接合に関して、中炭素鋼と同じ変形抵抗となる温度が存在しない金属材料を被接合

材とする場合の圧力制御通電圧接の接合性を検討するために、中～高程度の強度を有する

加工硬化系アルミニウム合金 AA5052-H34 を用いた。 



16 

 

 

図 2.4 アルミニウム合金の特徴[10-14] 

 

 

図 2.5 アルミニウム合金の引張強度と疲労強度[15, 16] 



17 

 

 図 2.6[17]にステンレス鋼の分類図を示す。ステンレス鋼はフェライト系、マルテンサイ

ト系およびオーステナイト系に大別できる。これらのステンレス鋼の靭性の傾向を図

2.7[18]に示す。オーステナイト系ステンレス鋼は耐食性を失うことなく、-200 ℃の極寒環

境でも高い靭性を維持することができる。本研究では、優れた靭性を有するオーステナイ

ト系ステンレス鋼の中でも炭素量を低減することで耐食性を向上させた SUS316L を選ん

だ。チタン合金は、図 2.8[19]で示すように、α合金、α+β合金および β合金に分類できる。

α+β 合金は熱処理により多様な微細組織を形成させることができ、アルミニウムとバナジ

ウムを添加した α+β 合金は高温強度や耐食性に優れる[20]。そこで、本研究では代表的な

Al-V 系 α+β 合金である Ti-6Al-4V とステンレス鋼との異材接合を試みた。Ti-6Al-4V とス

テンレス鋼とは、同一の変形抵抗となる温度が存在する被接合材の組合せとなる。 

 以上の内容を踏まえ、本研究で対象とする鋼－鋼およびアルミニウム－アルミニウムの

同種接合、鋼－チタンおよび鋼－アルミニウムの異種接合に関する摩擦圧接法の先行研究

の結果を基に、現時点における問題点およびそれに対する解決方案を以下に述べる。 
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図 2.6 添加元素に基づくステンレス鋼の分類[17] 
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図 2.7 シャルピーV ノッチを用いたステンレス鋼の衝撃靭性[18] 
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図 2.8 三次元状態図を用いたチタン合金の分類[19] 

 

2.2 摩擦圧接の先行研究 

2.2.1 鋼の同種接合 

 鋼は安価で優れた機械的特性を有し、合金元素、特に炭素の添加により、広範囲の微細

組織や機械的性質の制御が可能なため、図 2.2 に示すように全世界の産業分野において最

も大量に使用されている金属材であり（1,400 Gt/年）、様々な構造体への適用のために鋼

―鋼の溶接が幅広く行われている[7]。鋼の接合技術は主にアーク溶接、抵抗溶接、電子ビ

ーム溶接、レーザー溶接などの溶融溶接が使われてきた。しかし、鋼における従来の溶融

溶接では、高温を伴うため、脆いマルテンサイトだけでなく、高い残留応力[21, 22]が発生
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し、継手性能が低下する。このような背景から、低温での鋼－鋼接合が可能な固相接合が

求められている。これに対し、前述した摩擦圧接は低温での固相接合が可能であり、溶融

溶接と比較して多くの利点を有している。 

 摩擦圧接の代表的な接合パラメータとして、回転速度、摩擦せん端応力、摩擦時間、ア

ップセット量、アップセット圧力およびアップセット時間が挙げられる。回転速度は接合

温度を決定する主要な接合パラメータとして知られている。回転速度の増加に伴い、昇温

速度が上昇し、接合温度も上昇すると報告されている[23, 24]。Sawai ら[25]は健全な継手

を作製するためには、摩擦圧接中に十分な入熱量を確保することが重要だと報告している。 

 材料の粘性は温度と周速度によって制御することができ、粘性の減少に伴って接合界面

の流動性が増加し、欠陥がない接合界面の形成に重要な役割を果たすことが報告されてい

る[26]。また、回転速度の増加によって接合面の流動性を向上させ、アップセット量の増

加によって接合界面でのバリ排出量を増加させることで、接合面の凹凸や酸化物層などを

効果的に除去し、欠陥形成を抑制することができると報告されている[25-28]。 

 多くの研究者が有限要素(Finite Element)法を用いて鋼の摩擦圧接に関する解析研究を行

っている[24, 29-32]。Li らは軟鋼の摩擦圧接における 2D 有限要素解析を行い、温度と変形

挙動に及ぼす接合パラメータの影響を調査したところ、摩擦せん端応力の増加に伴って接

合時間が短縮し、変形量が増加することを示した。また、回転速度の増加は接合時間を短

縮し、変形量とアップセット速度が増加するとされている[24]。Sluzelecは変形および温度

の挙動を算出することで継手の形状を予測し、界面変形における不均一性の抑制可能性を

提示した[29]。また、Alvise ら[30]は、慣性、摩擦、圧力および回転速度が接合界面の入熱

および変形挙動に及ぼす影響について報告した。 

 高速度工具鋼のような高合金鋼における摩擦圧接では、継手の引張破断部に炭素の偏析

に起因したʻshiny ringʼが発見し、これが初期クラックの発生源になり、継手の機械的性質

を低下させることが報告されている[33-37]。このシャイニーリングタイプの欠陥は炭化物

の固溶や炭素と合金元素の拡散、および冷却中での再析出により形成するものであり[36]、
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接合面での不十分な塑性変形や不均一な塑性変形の原因となることが報告されている[37]。

このような欠陥の形成は、加熱時間の短縮による偏析の抑制や、アップセット圧力の増加

による接合面での変形促進によって完全に抑制することができる[37]。 

 また、鋼は組成によって異なる微細組織を形成するため、接合部は様々な微細組織や機

械的性質を有することになる。炭素含有量によって微細組織内の炭化物やマルテンサイト

などの強化相の制御が可能となることから、高炭素化によって高強度化が実現できること

が知られている。一方で、低炭素鋼に対する摩擦圧接の適用性を検討した先行研究では

[38, 39]、比較的にマルテンサイトの形成を抑制しやすく、健全な継手を作製できることが

報告されているが、炭素含有量が増加すると、接合後にマルテンサイト変態による脆化な

どが生じやすくなる[40-42]。鋼の炭素含有量に伴う溶接性を議論する際に用いられる指標

炭素当量 Ceqとして、式 1.1 が提案されている[38-42]。下記の式は、炭素以外の合金元素が

溶接部の特性に及ぼす影響を、炭素含有量に換算して表している。 

Ceq=C+
1

6
Mn+

1

24
Si+

1

40
Ni+

1

5
Cr+

1

4
Mo+

1

14
V（wt %）…………………………………………..（2.1） 

 これまでの報告において、摩擦圧接によって作製された中炭素鋼および高炭素鋼の継手

に関しては、マルテンサイト変態の完全な抑制は極めて困難であることが示されている

[38-42]。摩擦圧接は材料同士の回転による摩擦熱を用いることにより、接合面の位置によ

って周速度が異なるため、その結果、図 2.9 に示すように[23]、中心部から外周部に向か

って昇温速度が増加し、接合界面に沿った温度分布や塑性変形挙動が不均一となる[43, 44]。 



23 

 

 

図 2.9 接合界面における不均一な昇温挙動 [23] 

 

2.2.2 アルミニウムの同種接合 

 アルミニウムは比重が 2.7 g/cm3 の代表的な軽量金属材料であり、機械的性質、加工性、

耐食性および熱・電気伝導性に優れるため、自動車、宇宙航空、船舶、電気電子および IT

部品などの広範囲な産業分野に採用されている[45, 46]。 

 しかし、アルミニウムは溶融状態で水素を取り込みやすく、凝固時に形成する気孔の抑

制が困難である。また、表面に強固な酸化皮膜を形成し、酸化皮膜の融点（2000 ℃）は

アルミニウム（650 ℃）よりも遥かに高いため、溶融溶接では酸化皮膜を除去することが

難しく、溶融池を適切に制御することが困難である[47-50]。Fernie ら[51]はアルミニウム

のアーク溶接において、フラックスを利用することで酸化皮膜を効果的に除去したが、こ

れによって近傍の環境からの水分の吸収が促進されるため、接合部の強度が低下すること

が問題となる。 
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 レーザー溶接を用いた場合、細く深い接合部が形成し、接合効率が向上する。しかし、

熱影響による接合部の機械的性質の低下を抑制することはできない。また、アルミニウム

は高い自由電子密度を有することにより、光反射率が高いため、適切な入熱条件で継手を

作製することが難しい[52-54]。 

 これらの背景から、アルミニウムの同種組み合わせに関して、低温かつ短時間で接合可

能な摩擦圧接法が検討されてきた。Sawai ら[55, 56]と Yamamoto ら[57]はアルミニウム合金

の摩擦圧接において、入熱段階を摩擦段階とアップセット段階に区分して継手強度との関

係を調べた結果、アップセット段階での入熱や変形量が支配的であることを報告した。ま

た、アルミニウムの摩擦圧接では、被接合面に高融点の強固な酸化皮膜が存在するため、

表面粗さの減少により継手強度が大きく増加することが知られている [58, 59]。 

 これらの酸化皮膜は、摩擦段階で酸化物粒子に粉砕されて系外に十分排出されない場合、

回転流動によってらせん形状のスパイラル欠陥を形成することもあるが、このような欠陥

の形成は摩擦せん端応力を増加することで抑制できる[60, 61]。加えて、Nishida ら[62]は図

2.10 で示すように、AA5052 の摩擦圧接温度が 427 ℃以上、亜鉛の融点が 420 ℃であり、

381 ℃でアルミニウムと亜鉛の共晶反応が起こることを利用して[63]、AA5083―AA5056

の摩擦スタッド圧接の被接合面に亜鉛を配置して酸化皮膜を効果的に除去した。しかし、

接合界面に亜鉛が残存すると継手強度が低下するため、回転トルクや接合時間を増加して

残存亜鉛をさらに排出させることで、継手の強度を向上させている。 
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図 2.10 アルミニウムと亜鉛の相変態図[63] 

 

 

 接合部形状に及ぼす回転速度の影響を観察した結果を図 2.11 に示す[64]。回転速度の増

加に伴い、接合部はハサミ形状（Scissor shape）→二重楕円形状（Double-ellipse shape）→

ディスク形状（Disk shape）に変化することが観察された。これは、接合界面における入

熱の不均一性が、回転速度の上昇に伴い改善されることを示唆している。 

 熱処理や加工硬化処理なしのアルミニウム合金を適切な入熱条件で固相接合すると、軟

化領域の形成を抑制することができる[65-68]。純アルミニウムの摩擦圧接継手の場合、接

合部で動的再結晶が発生し、結晶粒が微細化されることによって、接合部の硬さが母材よ

りも高くなる[69]。Nakamura ら[70]は、軟化領域が殆ど形成しない AA5083-O の摩擦圧接

において、高周波誘導加熱を用いて接合の初期段階から塑性流動を促進することで、欠陥
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や未接合部の形成が抑制されるだけでなく、ひずみの導入による硬化領域が拡大されるこ

とを報告した。 

 一方で、熱処理や加工硬化されたアルミニウム合金においては、強化析出相の固溶や転

位密度の低下により、熱影響軟化領域の抑制が困難である [71-74]。Aoki ら[75]は、

AA6063-T5 の摩擦圧接において、摩擦せん端応力を増加することにより、均一かつ微細な

界面組織を有する継手（接合効率 70 %）を作製した。Kimura ら[76]は AA7075-T6 におい

て短い摩擦時間と高い摩擦せん端応力で摩擦圧接を行うことで、82 %の接合効率を有する

継手を作製し、これに対して接合後に自然時効熱処理を施すことで接合効率を 90 %とし、

接合後に人工時効熱処理を施すことで接合効率を 95 %まで向上させた。Rafi ら[77]は

AA7075-T6 の摩擦圧接における摩擦せん端応力、回転速度および寄り代を増加させること

で、89 %の接合効率を有する継手の作製に成功した。Kimura ら[78]と Asano ら[79]は

AA5052-H34 の摩擦圧接において、摩擦せん端応力とアップセット圧力を増加することに

より熱影響部軟化を抑制し、90 %以上の接合効率を有する継手を得ることに成功している。 

 以上のように、アルミニウムの摩擦圧接は盛んに検討されているものの、酸化皮膜を完

全に除去することが難しいことに加え、熱影響による軟化領域の形成を完全に抑制するま

でには至っていない。 

 
（a） 
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（b） 

図 2.11 接合界面マクロ組織の形状変化に及ぼす回転速度の影響（a）異なる回転速度で

接合した継手断面のマクロイメージ、（b）それぞれの回転速度で得られた接合界面の

熱・変形影響部の形成模式図（FS: fixed side, RS: rotated side）[64] 

 

2.2.3 鋼－チタンの異種接合 

 チタンは優れた比強度や耐食性を有するため、軽量化や低コスト化の観点から、鋼との

異種接合が求められている。しかしながら、チタンと鋼を溶融溶接する場合、クラック形

成を引き起こす厚くて脆い金属間化合物（FeTi や Fe2Ti）の形成だけでなく、線膨張係数

（25 ℃、Ti：8.9*10-6 ℃-1、Fe：12.2*10-6 ℃-1）や熱伝導性（Ti ：17 W/mK、Fe：94 W/mK）

のような物理的性質が大きく異なり、溶融・凝固を経ることで接合部に大きいひずみが発

生し、形状、外観および材料強度学的に良好な継手を作製することが難しい[80-82]。そこ

で、これらの欠点を抑制するために、低温で接合できる摩擦圧接を用いた研究が行われて

きた。 

 チタンと鋼は互いの固溶度が小さく、接合界面に劈開破断の発生源となる脆い金属間化

合物が形成する [83, 84]。Meshram らは純チタンと純鉄に対して摩擦圧接を行い、接合界

面で形成した拡散層が厚くなる条件では引張強度が低下し、接合界面で劈開破断すること

を報告している[85]。 

 Christman ら[86]が金属母相内（アルミニウム）に化合物が形成する場合の引張変形特性

について調査したところ、化合物の先端部で大きな 3 軸引張応力が発生し、化合物に接す

る母相で圧縮応力が発生することを観察した。ここで、発生した応力が大きくなると、引

張試験中に空孔及びクラックの形成が促進される[86]。これらのメカニズムによって、金
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属間化合物が一定以上の大きさに成長すると、拡散層内の応力が増加し、継手の機械的性

質が低下する[87]。 

 一方で、多くの研究において、チタンと鋼の異種接合では接合界面に形成する金属間化

合物の役割として、両材料間の原子拡散に伴う化学的結合によって継手強度を向上させる

ことが報告されている[88, 89]。即ち、チタンと鋼の異種接合においては、金属間化合物の

形成を完全に防止するのではなく、ある程度は存在するように制御する必要がある[90]。 

 Sluetz ら[91]、Weiss および Hazlett[92]は、接合時間が不十分であり、接合温度が低すぎ

る場合は、昇温過程で形成した金属間化合物がアップセット過程中に排出されて接合界面

において金属間化合物が存在せず、これが低入熱条件での継手強度低下の原因になると報

告した。また、Fuji らは[87]、金属間化合物層が十分に薄い場合、微細な化合物は析出強

化と同様のメカニズムで強度向上に寄与し、金属間化合物層の増加に伴って継手の引張強

度が増加すると報告している。 

 チタンと鋼を摩擦圧接する場合、入熱量が過多の条件では鋼側の接合界面付近の合金元

素（C 及び Cr 等）がチタン側に拡散して炭化物を形成することで、引張試験後に鋼側の合

金元素濃度が低下した領域で破断する傾向が報告されている[93, 94]。これに対し、純チタ

ンと鋼の摩擦圧接において、接合時間を短く、アップセット圧力を高くし、入熱量を低減

することで、合金元素の拡散が抑制され、純チタン側で母材破断する継手が得られた。し

かしながら、接合界面に形成する微小な炭化物や高転位密度のため、0º[95]~10º[84]程度の

曲げによって破断してしまう。当該曲げ性の低下を回復するために、接合後熱処理を行っ

た結果、熱処理温度が 700 ℃を超えると金属間化合物が成長するため、引張強度や曲げ性

が大幅に低下するが、500~600 ℃では転位などの欠陥や残留応力の回復だけでなく、炭化

物を形成する合金元素の均質化が促進されることが明らかとなっている。500～600 ℃で

熱処理した場合には、引張強度が向上し、曲げ性を 40º 程度まで大幅に回復する[84]。 

 純チタンと鋼を摩擦圧接する場合、接合界面において主にチタン側のみが変形すること

が報告されており、鋼の接合面の表面粗さが低いほど接合強度が増加するが、チタン側で

の表面粗さは接合強度に殆ど影響しないことが報告されている[96]。異なる変形挙動を有
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する異種材料の摩擦圧接においては、変形が困難である側の接合面の表面粗さを小さくす

ることで接合面での酸化物や表面不純物が少なくなることが原因である[84, 97]。 

 Ti-6Al-4V は代表的な高強度合金として、ステンレス鋼とともに航空宇宙産業や原子力

産業などに欠くことができない材料であり、これらの材料の併用が強く求められてきた。

Li ら[98]は Ti-6Al-4V とステンレス鋼の摩擦圧接継手の接合界面における各位置の引張強

度が不均一であることを報告している。この結果は、チタンとステンレス鋼の摩擦圧接に

おいて、外周部の周速度が大きく、中心部の周速度が小さいため、外周部では中心部より

も温度が高くなり、金属間化合物層が厚くなることに起因する[93, 98]。 

 また、当該摩擦圧接継手の縦断面写真をみると、図 2.12 で示すように[98]、チタン側の

接合界面がステンレス鋼側に凸状になることが観察された。これは、図 2.13 に示すように

[99]、昇温過程中にチタン側の変形抵抗はステンレス鋼よりも急速に低下するが、接合界

面の外周部はより高い周速度によって約 630 ℃（図 2.13 での交点）より高い温度になるた

め、チタン側がステンレス鋼側より軟らかくなる。一方で、界面中心部では低い周速度に

よって約 630 ℃より低い温度になるため、ステンレス鋼側がチタン側より軟らかくなる[98, 

100]。 

 
 

図 2.12 チタン合金とステンレス鋼の摩擦圧接継手の縦断面写真[98] 
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図 2.13 Ti-6Al-4V と SUS321 の変形抵抗の温度依存性[99] 

 

 これまでの Ti-6Al-4V とステンレス鋼の摩擦圧接の先行研究では、最大で約 70 ％の低い

接合効率が報告されており[98, 100-104]、航空宇宙および原子力産業での構造材料として

十分な強度と高い信頼性を保証するためには、さらに高い接合効率が求められる。 

 

2.2.4 鋼－アルミニウムの異種接合 

 自動車、航空機、船舶などに代表される運輪産業では、燃費向上による炭素排出量の低

減を実現するため、軽量材料の需要が急速に増加しており、既存の高密度材料が使われて

きた構造へのアルミニウム等の軽量材料の適用が進められている。現状では、鋼とアルミ

ニウムは機械的締結または接着剤を利用して結合することが多いが、これらの方法では高

い強度や延性が期待できない。そのため、鋼とアルミニウムを併用するためには接合方法

を考慮しなければならない。しかしながら、鋼とアルミニウムの組合せにおいては、高温
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で脆い金属間化合物を形成する。また、両材料は線膨張係数（25 ℃、Al：23.6*10-6 ℃-1、

Fe：12.2*10-6 ℃-1）と熱伝導性（Al ：237 W/mK、Fe：94 W/mK）だけでなく、融点（Al：

660 ℃、Fe：1535 ℃）や強度（引張強度 Al：90 MPa、Fe：500 MPa）も大きく異なるため、

継手の接合界面に空孔、未接合部、クラックおよび残留応力が形成し、継手の機械的性質

が大きく低下する。これらの現象を防止するために、低温かつ短時間で接合可能な摩擦圧

接法が期待されている。 

 アルミニウムと鋼の摩擦圧接では、継手界面に形成する金属間化合物が機械的性質に強

く影響を及ぼすことが知られており[105-110]、特に Hatanoらはアルミニウムと鋼の摩擦圧

接継手の引張強度や破断位置は金属間化合物層の厚さに依存することを報告した[111]。 

 Yamamoto ら[109]はアルミニウム合金と鋼の摩擦圧接中の金属間化合物の形成メカニズ

ムを拡散の観点から検討し、金属間化合物層の厚さは接合時間と比例するが、拡散律速で

はないとしている。これは、金属間化合物の形成機構が単に拡散のみに因るものではない

ことを示唆し、金属間化合物の形態と組成だけでなく、機械的に Fe が Al 中に取り込まれ、

攪拌される効果も無視できないことが理由である。また、これらの摩擦圧接における攪拌

効果は接合面の酸化皮膜の除去を容易にし、接合界面での化学的結合を促進することで接

合が短時間で達成されるため、アルミニウムと鋼の接合に対して有利である[112]。 

 摩擦圧接において、FexAly 系の金属間化合物の形成に関する研究が幅広く行われており、

Fe3Al、FeAl、Fe2Al3、FeAl2、Fe2Al5、FeAl3、Fe4Al13、Fe2Al7 などの様々な組成を有する金

属間化合物が観察されている[109, 113, 114, 115-117]。6000 系アルミニウム合金とステンレ

ス鋼[117]の場合には Fe2Al5、純アルミニウムと純鉄[118]の場合には FeAl3、純アルミニウ

ムと低炭素鋼[119]の場合には Fe4Al13 と FeAl2 が支配的に形成し、炭素鋼の炭素含有量の増

加に伴い金属間化合物層の成長速度が低下することや[120]、異材の組み合わせによって金

属間化合物形成傾向も異なることが知られている。 

 アルミニウムと鋼の摩擦圧接において、金属間化合物の形成は接合時の入熱量に依存し

[119]、入熱量の増加に伴って金属間化合物層の厚さが増加する[121, 122]。様々な研究に

よって、種々の接合パラメータが継手の界面組織や機械的性質に及ぼす影響が調べられて
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いるが、入熱量への影響が大きいパラメータは接合時間である。また、アップセット圧力

の増加は接合界面での両材料の密着を促進し[123-125]、変形量が増加することで再結晶率

が高まるため、接合界面で微細な結晶粒が形成し、継手の靭性や硬さが向上する[126-128]。

加えて、Kimuraらはアルミニウム合金と低炭素鋼の摩擦圧接を試み、軟らかい材料である

アルミニウム側の引張強度の 80 ％以上となる高いアップセット圧力を付与することで、

継手強度を向上させた[108]。また、接合時間の増加は加熱時間の延長を意味しており、金

属間化合物層の成長を引き起こすことで継手強度を低下させるため、なるべく短い接合時

間が望ましい[110, 129, 130]。アルミニウムと鋼の摩擦圧接により高強度の継手を作製する

ために、高い圧力と短い時間で接合することが重要であり[131]、それらの接合パラメータ

と金属間化合物形成の関係を利用して、金属間化合物層の厚さを 1 μm 以下までに抑制で

きることが示されている[114, 121, 132-134]。 

 前述したように、従来のアルミニウムと鋼の異種接合において、金属間化合物層の成長

は継手の機械的性質を低下させることが知られているが、 Enjo ら [135]と Elliott、

Wallach[136]は、健全な継手を得るためにはある程度以上の厚さを有する金属間化合物層

が形成する必要があると報告している。金属間化合物層の厚さが 0.2~1 μm の場合、厚さの

増加に伴い継手の引張強度が増加するが、金属間化合物層の厚さが 0.2 μm 以下若しくは 1 

μm 以上になると、継手の引張強度が急激に低下する[121, 132-134]。入熱量が足りない接

合条件では、母材の原子が接合面で拡散することができず、酸化物が残存する領域や金属

間化合物層が形成しないところが点在し、これらの場所が未接合部となるため、継手の機

械的性質の低下の原因になる[124]。金属間化合物層の厚さの増加に伴い引張強度が減少す

る範囲（1 μm＜厚さ）では、金属間化合物層の厚さ変化が強度の支配因子であり、金属間

化合物層の厚さの増加に伴い引張強度が増加する範囲（厚さ＜1 μm）では、酸化物や未拡

散部の残存が強度を支配する[109]。アルミニウムと鋼の摩擦圧接では、接合面での酸化皮

膜の除去も非常に重要である。 

 アルミニウムと鋼を摩擦圧接する際、より軟らかい材料であるアルミニウムの接合界面

近傍が変形し、接合面の酸化皮膜が粉砕または排出されることで、金属新生面が形成し、
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当該新生面での原子拡散が容易になる[132]。しかし、鋼はアルミニウムよりも密度、強度

及び硬さが大幅に高いため、接合時にほとんど変形しない[108, 114, 122, 124, 128, 137-140]。

また、アルミニウムは熱伝導率が高く、比較的低融点の材料であり、熱と変形に非常に敏

感であるため、接合界面の周速度差に起因して金属間化合物層の厚さが数ミクロン[141, 

142]から数百ミクロン[124]まで幅広い範囲に分布することが報告されており、主な熱的・

機械的な影響の多くはアルミニウム側のみで観測される[109, 124, 143, 144]。鋼側の接合部

の微細組織はほとんど変わらないが、アルミニウム側の接合部の微細組織は熱影響部

（ HAZ： Heat Affected Zone ）、熱変形影響部（ TMAZ：Thermo-Mechanically Affected 

Zone）、動的再結晶部（DRX：Dynamic Recrystallization zone）に大別され、熱伝導率が高

いことから、結晶粒の粗大化によって機械的性質が低下する領域が幅広く形成する[124]。

アルミニウムと鋼を低入熱条件で摩擦圧接した継手界面において、酸化物が残存する領域

や金属間化合物が形成しない領域が点在するのは、鋼側が変形しないためである[140, 145, 

146]。 

 加えて、軟らかい材料と硬い材料の異種接合継手においては、軟らかい材料が硬い材料

に塑性的に拘束されて 3 軸圧縮応力状態になる。これが継手の引張試験時の変形または破

断メカニズムに直接的な影響を及ぼし[147, 148]、高い継手強度に寄与することが知られて

いる[149]。しかしながら、塑性拘束は両材料の変形抵抗の不一致に起因するものであり、

これらの変形抵抗の不一致は継手の機械的性質に悪影響を及ぼす残留応力を形成する[111, 

150, 151]。 

 純アルミニウムと低炭素鋼[122, 142, 152-154]、アルミニウム合金と低炭素鋼[128, 155-

158]及びアルミニウム合金と中炭素鋼[145, 159, 160]など、様々な異材組み合わせにおける

摩擦圧接が試みられ、これらの組み合わせにおける変形抵抗の不一致は図 2.14 に示すよう

に鋼の炭素量が増加するほど大きくなり、接合が難しくなる。 
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図 2.14 アルミニウム、アルミニウム合金、低炭素鋼及び中炭素鋼の変形抵抗の温度依存

性[161-163] 

 

 これまで、アルミニウムと鋼の摩擦圧接でアルミニウム側のみが変形する問題に対して、

多数の研究が行われてきた。Sada と Bahrani は[164]、アルミニウム側を変形させてアルミ

ニウム材料を鋼側の接合面上に覆い被せ（密着させ）、拡散が十分に進行するまで接合時

間を維持することで、継手の引張強度が向上するとしている。また、Taban ら[114]は鋼側

の接合面を加工した後に形成した微細なスクロールマークが摩擦圧接後でもそのまま残存

しており、その中にアルミニウム材料が圧入され、アンカー効果を引き起こすことを報告

した。これらの場合においては、アルミニウムの塑性流動が界面の密着やアンカー効果に

重要な影響を及ぼす要因である[165]。 

 Fuji ら[87]と Ashfaq ら[166]は、変形しにくい鋼側の接合面の表面粗さの減少に伴って継

手の引張強度が増加することを報告しており、多くの研究 [108, 109, 104, 124, 134, 155, 165-
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167] では鋼側の接合面に対して、表面粗さを数ミクロンとなるまで表面処理を行い、酸化

皮膜を除去することによって、80 %以上の継手効率が得られている。 

 アルミニウムと鋼の接合において、脆い金属間化合物層の形成を抑制するために種々の

インサート材が検討されており、主にニッケル、銅および銀がインサート材として使われ

ている[117, 143, 168, 169]。Reddy ら[141]はニッケル、銅および銀をインサート材として用

いて、同様な摩擦圧接条件で接合を行い、引張試験及び曲げ試験を行って継手効率や曲げ

角を測定した結果、インサート材なし（6 %、0º）＜ニッケル（35 %、14º）＜銅（48 %、

30º）＜銀（87 %、100º）の順番で継手効率および曲げ特性が向上することを報告した。ニ

ッケルインサート材を用いた場合[170]は、脆い Al3Ni が形成するため、高い継手強度が得

られない。また、銅インサート材の場合には[171]、AlxNiy 系金属間化合物より延性に優れ

た CuAl2 と CuAl の形成が観察される。また、銀インサート材の場合[171]、銀は低い摩擦

係数を有することで摩擦熱を低下させることができ、鉄との固溶度が高いため、鉄原子の

アルミニウム側への拡散を抑制し、主に Ag2Al が形成することで最も高い継手効率が得ら

れる。 

 継手の機械的性質を向上させるために予熱[129]、接合後熱処理[141, 172]および合金元

素添加[173]などの追加工程が検討されているが、これらの方法では追加的なコストが発生

する工程を導入する必要があることに加え、被接合材の変形抵抗の不一致に起因する種々

の問題を解決することができない。 

 結論として、アルミニウムと鋼の摩擦圧接において、金属間化合物の形成を望ましい厚

さの範囲内（0.2～1 μm）に抑制するだけではなく、両材料の変形抵抗が不一致であるこ

とによる塑性拘束や残留応力などの現象も考慮しなければならない。 
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第３章 圧力制御通電圧接法の開発 

3.1 原理 

 第 2 章で述べたように、これまでの接合法で課題となっている現象を解決するために、

本研究では、低温での接合が可能な圧力制御通電圧接法の開発に取り組んだ。圧力制御通

電圧接法は、被接合材の接合面を密着させ、大荷重を付与しながら電流を流すことで電気

抵抗熱（即ち、ｼﾞｭｰル熱）を接合部のみに発生させ、軟化した接合界面近傍の材料を接合

圧力により変形させることで、元の接合面に存在する凹凸や酸化皮膜を粉砕してバリとし

て排出し、両材料の接合面に新生面を形成させることで接合を達成するという新規固相接

合法である。 

 被接合材に大荷重を付与することにより、接合温度を低下させることが可能である。界

面での昇温により、印加された圧力に耐えきれなくなった材料は、系外に排出されるため、

バリが排出し始める温度が接合温度となる。また、電気抵抗熱を熱源として使用すること

で、摩擦よりも速い昇温速度が可能になり、接合界面の中心部と外周部に均一に入熱がで

きることも特徴である。 

 

3.2 接合装置 

 図 3.1 に自作した接合装置の外観写真を示す。接合装置は電源（HVS4E-160-103、中央

製作所）、電動サーボプレス（FMS100-B、CORETEC）、制御盤（自作）および接合ユ

ニット（自作）で構成されている。電源は、一定な電流を通電するために定電流制御方式

を用いる。その制御方式には「サイリスタ制御」や「インバータ制御」があるが、本接合

装置ではインバータ制御方式を用いている。インバータ制御は交流を高周波電流に変換す

る過程を経るため、応答速度が大きく上昇し、高速制御により適合である[1]。この電源

装置は最大電圧 16 V で最大電流 10000 A を供給することができる。サーボプレスは「油

圧式」と「電動式」に分類されるが、本接合法では短時間での制御を要するため、応答速

度が速く、任意の速度を制御することが可能な電動式を採用している。最大寄り速度 150 
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mm/s と最大負荷 100 kN を実現することができる。接合ユニットには、赤い点線の枠で

示されるように、電極および試料設置用円筒形治具が 2 つ備わっている。電極は通電時の

電気抵抗を最小化するために、銅電極を用いた。固定用円筒形治具は外径 60 mm、内径

10 mm、長さ 100 mm の S45C 製であり、固定される丸棒試料の断面積（78.5 mm2）はこ

れらの円筒形治具の断面積の 1/36 であるため、ジュール熱は主に丸棒試料の円筒形治具

から突き出した部分（電流密度が高くなる）に発生する。 

 接合プロセスを図 3.2 に模式的に示す。最初に、丸棒試料を 2 つの円筒形治具によって

接合ユニットに固定する。（1）次に、丸棒試料に圧力を付与し、設定した圧力に達した

時点で試料への通電を開始する。治具から突き出した「接合部」の断面積は治具で覆われ

ている部分と比べて非常に小さいため、電気抵抗熱は主に接合部で発生し、温度が上昇す

る。（2）温度の上昇により、接合部が軟化され、材料の変形抵抗が加えられた圧力より

下回ると塑性変形が開始する。（3）最後に、指定された寄り代まで圧縮変形すると、圧

力の解放および通電の停止と共に接合が完了する。これらのプロセスを BS Configrator2

で作成したプログラムで実行させた。プログラムの一例を図 3.3 に示す。実行方式は寄り

代制御を採用している。ロードセルから出力された荷重データを読み込み、測定値と目標

荷重との差によりサーボプレスの移動速度を変更するプログラムとした。 
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図 3.1 自作した圧力制御通電圧接装置の外観写真 
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図 3.2（a）圧力制御通電圧接プロセスの模式図（b）荷重、寄り代及び電流のパターン 
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図 3.3 プログラム（電流値：任意、接合圧力：450 MPa, 寄り代：5 mm） 
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3.3 温度制御のメカニズム 

 図 3.4 に金属材料の変形抵抗の温度依存性を模式的に示す。金属材料に P1 の圧力を負荷

すると、T1 の温度で変形することができ、P2 の圧力を負荷すると、T2 の温度で変形するこ

とになる。これは、接合圧力で接合温度が制御できることを示唆している。この現象は

我々のグループの先行研究で報告されており、S45C 板材の LFW における接合温度は、変

形抵抗の温度依存性に従って、接合圧力によって決定することができる[2, 3]。 

 本接合法では、接合開始時に所望の接合温度に対応する接合圧力を印加する。また、従

来の固相接合法と比較して大きな接合圧力を印加することで、低温で接合することができ

る。加えて、電気抵抗熱を利用し、接合界面全域を速やかに均一に昇温することで、従来

の摩擦圧接において、接合界面における温度分布や塑性変形挙動不均一などの回転摩擦熱

に起因する諸問題を克服できる。更に、入熱時間の低減によって接合工程サイクルの短縮

が可能となる。 

 

 

図 3.4 材料の変形抵抗と温度の関係 
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第４章 圧力制御通電圧接法による A1 点以下での炭素鋼の接合 

4.1 緒言 

 輸送車両の衝突安全性と燃費を向上させるために、構造材料の高強度化に対する要求が

高まっており、様々な検討が行われている[1-4]。ここで、炭素鋼は炭素含有量の増加と

適切な微細組織の制御により、低コストで良好な強度と延性の組み合わせを実現できるた

め、有望な構造材料と見なされている。しかし、炭素含有量の多い中炭素鋼や高炭素鋼の

場合、高温域（相変態点 A1 以上）からの冷却により脆性なマルテンサイトが生じるだけ

でなく、接合強度を著しく低下させる亀裂、粗大な柱状結晶粒、高い残留応力、大きい溶

接変形および凝固欠陥などの典型的な問題が存在するため、従来の溶融溶接法で健全な継

手を得ることが困難である[5-7]。これを解決する一つの方法として、中炭素鋼および高

炭素鋼の接合には、A1 点より低い温度で接合ができる固相接合技術が有望である[8, 9]。 

 回転摩擦圧接（RFW）は、2 つの被接合材の接合面間で回転による摩擦熱を発生させて

界面材料を軟化させた後、バリとして系外に排出して継手を形成させる固相接合技術であ

る。RFW は、溶融溶接よりもはるかに低い接合温度で迅速に接合できるため、炭素鋼の

接合に広く使用されている[10-14]。しかし、接合界面の中心部と外周部との間における

周速度の大きな差異は、接合界面に不均一な入熱を引き起こす。その結果、接合界面の微

細組織も不均一になり、組織制御は非常に困難である[15, 16]。 

 そこで本研究では、ジュール発熱を利用して接合界面部の材料を軟化させ、大荷重によ

りバリとして排出させて接合を達成するという、新しい接合コンセプトを提案した。回転

摩擦熱ではなくジュール発熱を熱源として利用するため、接合界面全体における均一な温

度分布が期待できる。高い圧力を付与することにより、比較的低温で接合界面近傍の材料

を変形させることができ、A1 点よりも低い温度での接合が可能となる。これらの知見は、

線形摩擦接合（LFW）などにおいても確認されている [17, 18]。 

   我々は当該新規接合法の名称を「圧力制御通電圧接」とし、専用の接合装置を作製した。

本章では、当該新規接合法を用いて中炭素鋼丸棒の接合を行い、得られた継手の微細組織
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と機械的特性に及ぼす接合パラメータの影響を系統的に調査することで、A1 点以下で健全

な炭素鋼継手を作製することを目的とした。 

 

4.2 実験方法 

 供試材には、直径 10 mm、長さ 105 mm の中炭素鋼 S45C（0.45 wt% C-0.77 wt% Mn-

0.23 wt% Si-0.08 wt% Cr-bal. Fe）丸棒を使用した。接合の予備処理として、試料接合面

を旋盤加工し、アセトンで洗浄した後、大気中で乾燥させた。表 4.1 に本研究で使用した

接合パラメータを示す。電流を 3000 A、4000 A および 5000 A とし、寄り代を 4 mm、6 

mm および 7 mm とした。接合圧力は 250 MPa で一定とした。接合圧力を 250 MPa とし

た理由は、図 4.1 に示す S45C の変形抵抗の温度依存性に基づいて説明することができる

[17, 18]。S45C の変形抵抗は温度の増加に伴い低下し、温度が 700 ℃になると 250 MPa

になる。この関係に基づくと、圧力制御通電圧接中に S45C 丸棒に 250 MPa の接合圧力が

加えられた場合、約 700 ℃の温度に達した時点で接合部が変形する。すなわち、接合部の

温度が 700 ℃を超えることを防止することができる。図 4.2 に示すように熱画像カメラ

（CHINO CPA-T640）を用いて、30 fps のフレームレートと 0.78 の放射率で圧力制御通

電圧接中の熱履歴を測定した。 

 

表 4.1 本研究で用いた接合条件 

 

 



57 

 

 

図 4.1 S45C の変形抵抗の温度依存性[18] 

 

 得られた継手から接合部の縦断面試験片を作製した。これらの試験片は、4000 グリッ

トまでの SiC エメリー研磨紙を使用して機械的研磨をした後、10 vol.%の過塩素酸と 90 

vol.%の酢酸からなる溶液中で、室温で 20 V の電解研磨を約 20 秒間行った。電解研磨さ

れた試験片は、接合界面の微細組織を分析するために、電子後方散乱回折（Electron 

backscatter diffraction：EBSD）システムを備えた走査型電子顕微鏡（Scanning electron 

microscope：SEM、JSM-7001FA、JEOL、日本）によって観察された。得られた EBSD

データは TSL 社の OIM（Orientation Imaging Microscopy、ver.5.31）を用いて解析した。

図 4.2 の赤い点線で示すように、縦断面試験片の接合界面中心部を原点として、縦方向と

横方向のビッカース硬さ（FM-300、FUTURE-TECH）分布を荷重：0.98 N、保持時間：

15 秒で測定した。旋盤加工により平行部の長さ 60 mm、直径 8 mm の引張試験片を作製

し、引張試験機（SHIMADZU Autograph AG-10TB）を用いてクロスヘッド速度 1 
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mm/min で室温での引張試験を行った。図 4.3 に示すように、S45C の母材組織はフェラ

イトと層状セメンタイトを含むパーライトで構成される。 

 

 

図 4.2 微細組織観察、硬さ測定および引張試験用の試験片作製と温度測定の模式図 

 

図 4.3 SEM によって観察した S45C 母材の微細組織 
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4.3 実験結果および考察 

4.3.1 継手の微細組織に及ぼす電流の影響 

 図 4.4a は、250 MPa の接合圧力、4 mm の寄り代、3000 A、4000 A および 5000 A の

異なる電流で行った接合中に測定した熱履歴を示している。最高到達温度と 100 ℃から

600 ℃までの昇温速度も図 4.4b に示している。すべての接合プロセスが数秒間の短時間で

完了し、接合温度は約 700 ℃の最高値まで上昇した後に低下した。最高到達温度は電流値

に依らず一定である。一方で、電流の増加に伴い昇温速度は増加し、接合時間は減少した。

接合部の温度が約 700 ℃までに上昇すると、接合部の変形抵抗が約 250 MPa に低下する

ことで 250 MPa の接合圧力下で塑性変形が可能になり、4 mm の寄り代となるまでバリが

排出されると、電流と接合圧力の印加を停止することで接合が完了する。このように、接

合圧力によって接合温度を決定することができる。材料の変形抵抗の温度依存性に基づい

て接合圧力を設定することで、中炭素鋼を A1 点以下の低い温度で接合することに成功し

た。加えて、電流値は昇温速度と接合時間に影響を及ぼすが、最高到達温度には影響を及

ぼさないことが明らかとなった。 

 

  

（a） 
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（b） 

図 4.4（a）3000 A、4000 A および 5000 A の異なる電流で行った接合実験中に測定され

た温度履歴、（b）得られた温度履歴から導出された最高到達温度と昇温速度（100 ℃～

600 ℃） 

 

 SEM を用いて、異なる電流で作製された継手の接合界面微細組織を観察した結果を図

4.5 に示す。すべての接合条件で、接合界面に微細なフェライト等軸晶と棒状または粒状

のセメンタイトを含むパーライトからなる微細組織が形成している。これらの結果は、接

合界面において動的再結晶が進行することでフェライトが微細化され、パーライト中のラ

メラ状セメンタイトが棒状や粒状に粉砕されたことを示している。一方で、赤い点線の楕

円に示されるように、接合界面で欠陥の形成が観察された。図 4.5b の黄色点線の長方形

で示された 4000 A の接合界面を図 4.5b'に拡大している。接合界面には、良好に密着した

接合部と未接合部の両方が存在する。密着した接合部では、元の接合面に由来すると思わ

れる酸化物粒子が連続かつ直線的に存在している。一方で、これらの酸化物粒子は、結晶

粒界ではなく結晶粒内に存在している。 
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図 4.5（a）3000 A、（b）―（b’）4000 A および（c）5000 A の電流で作製した継手の接

合界面の SEM 観察結果 

 

 接合面に存在した酸化膜が微細な酸化物粒子に粉砕されると共に、半径方向への変形に

伴って分散することで新生面が形成され、その後、両材料における新生面が密着して原子

的に結合することで新しい結晶粒界が形成される。また、この結晶粒界が再結晶や結晶粒

成長に伴い移動することで、小さな酸化物粒子が結晶粒内に分布した状態になったと推測

される[19]。 

 

4.3.2 継手の機械的性質と微細組織に及ぼす寄り代の影響 

 4.3.1 章において、接合界面の変形は、酸化膜の粉砕と分散、新生面の形成、両接合面

の密着と原子結合および接合界面での欠陥の除去に重要な役割を果たしていることが示さ

れた。当該結果に基づいて、250 MPa の接合圧力と 3000 A の電流を一定とし、接合界面

の変形を促進するために寄り代を 4 mm、6 mm および 7 mm に増加させて接合実験を行

った。各条件における接合プロセス中の熱履歴を図 4.6a に示す。最高到達温度と 100 ℃

から 600 ℃までの昇温速度を図 4.6b に示す。各条件で、接合温度は 120 ℃/s の昇温速度

で約 700 ℃の最高値まで上昇した後に下降するという、同様の傾向が示されている。これ
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らの結果は、寄り代は圧力制御通電圧接プロセスにおける最高到達温度と昇温速度のいず

れにも影響を与えないことを示している。 

 

（a） 

 

（b） 

図 4.6（a）4 mm、6 mm および 7 mm の寄り代での接合実験中に測定された熱履歴、

（b）熱履歴から導出された最高到達温度と昇温速度（100 ℃～600 ℃） 



63 

 

 図 4.7に、異なる寄り代で作製した接合部縦断面のマクロ写真を示す。寄り代を 4 mm、

6 mm および 7 mm とした場合の接合界面の直径は、13.7 mm、16.3 mm および 18.4 mm

となっている。寄り代の増加によって接合界面の変形が促進され、接合界面面積が拡大し

ている。寄り代 7 mm で作製した継手と寄り代 4 mm で作製した継手を比べると、接合界

面の直径は約 180 %拡大されている。 

 

 

 

 

図 4.7（a）4 mm、（b）6 mm および（c）7 mm の寄り代で作製した継手の 

縦断面のマクロ写真 



64 

 

 異なる寄り代で作製した継手の接合界面の中心部と外周部における微細組織を SEM に

より観察した結果を図 4.8 に示す。すべての条件で得られた接合界面中心部において、マ

ルテンサイトは観察されず、微細なフェライト結晶粒と棒状および粒状のセメンタイトを

含むパーライトからなる微細組織が形成されている。これは A1 点以下の接合温度で再結

晶が起こったことに起因している。図 4.8a と b の赤い楕円で示すように、寄り代 4 mm で

作製した継手の接合界面には、多くの欠陥が観察されたが、寄り代の増加とともに欠陥が

部分的に抑制され、図 4.8c に示すように、寄り代 7 mm では欠陥が完全に消失した。この

結果から、寄り代が短い場合には、材料の接合面は十分に変形できず、原子間結合のため

の新生面生成と密着が不十分となり、界面に欠陥が形成することが明らかとなった。寄り

代の増加は、接合面をさらに変形させて酸化膜の粉砕および分散を促進する。また、新生

面の形成を促進し、接合面間の密着性を高め、良好な原子間結合を実現するとともに、界

面の欠陥生成を抑制することに寄与する。各条件での接合界面中心部と外周部は同様な微

細組織を示しており、これは全ての接合条件において、接合界面全域で均一な入熱が得ら

れていることを示している。 

 

図 4.8（a）4 mm、（b）6 mm および（c）7 mm の寄り代で作製した接合界面の中心部と

外周部の SEM 微細組織 
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 図 4.9 に、異なる寄り代で作製した継手の接合界面における、半径方向と縦軸方向に沿

った硬さ分布を示す。すべての条件において、接合界面の半径方向に沿ってほぼ同じ硬さ

となっている。これは、上記の微細組織観察結果に示すように、寄り代の変化にも関わら

ず、接合界面に沿って入熱が均一であることを示唆している。寄り代 4 mm で得られた接

合界面の硬さは母材の硬さよりも低くなっているが、接合部の硬さは寄り代の増加に伴い

増加し、寄り代 7 mm で得られた接合界面の硬さは、母材の硬さに到達している。一方で、

縦軸方向に沿って測定した硬さ分布においても、寄り代 4 mm の場合には、接合界面付近

で軟化しているが、この軟化は寄り代の増加とともに徐々に抑制された。寄り代 7 mm の

場合は、縦軸方向に沿って最も均一な硬さ分布が得られている。 
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図 4.9 4 mm、6 mm および 7 mm の寄り代で作製した接合界面における（a）半径方向

に沿った硬さ分布や（b）縦軸方向に沿った硬さ分布 

 

 硬さ分布の結果を理解するために、EBSD 分析を用いて接合界面における微細組織を調

べた。図 4.10 は、母材と異なる寄り代で作製された継手の接合界面中心部における逆極

点図（IPF；Inverse pole figure）と KAM マップ（KAM；Kernel Average Misorientation）

である。IPF では、高角粒界（HAGBs；方位差≧15º）を黒線、低角粒界（LAGBs、15º

>>2º）を赤線で示している。母材の平均粒径は 10.4 μm であり、寄り代 4 mm、6 mm お

よび 7 mm での平均粒径はそれぞれ 3.4 μm、2.8 μm および 1.7 μm である。すべての接合

界面は、細長い結晶粒と等軸結晶粒で構成される微細組織を示している。低角粒界で形成

された亜構造と低角粒界から高角粒界への変化は、細長い結晶粒において顕著に観察され

るが、等軸晶においては低角粒界がほとんど見られない。これらの結果は、すべての接合

界面において連続的な動的再結晶が発生し[20, 21]、寄り代の増加に伴い再結晶が促進さ

れ、寄り代 7 mm で最も微細な結晶粒が形成されたことを示唆している。各寄り代で得ら
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れた熱履歴が似ているため、接合界面における異なる微細組織の形成は、寄り代の変化に

よる導入ひずみの変化に起因すると考えられる。 

 寄り代 4 mm での結晶粒径は、他の寄り代条件と比べると大きいが、母材よりもはるか

に小さいため、接合界面で発生した軟化現象を説明することは難しい。KAM マップにお

いて、大きなひずみが母材に含まれていることが観察される。接合後、これらのひずみが

回復と再結晶により解放されるため、結晶粒が大幅に微細化されるにもかかわらず、軟化

したと考えられる。寄り代 7 mm で得られた接合界面は、半径方向と縦軸方向の両方向に

沿って明らかな軟化や硬化が生じておらず、最も均一な硬さ分布を示している。このよう

な優れた硬さ分布は、回復または再結晶に伴うひずみ解放による軟化と結晶粒微細化や転

位密度の増加による強化の重畳によって得られており、構造体の設計にとっては非常に有

益である。 

 

図 4.10 母材と 4 mm、6 mm および 7 mm の寄り代で作製した接合部の中心での逆極点

図（IPF）およびカーネル平均方位差（KAM）マップ 
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 異なる寄り代で作製した継手の引張特性と破断後試験片の写真を図 4.11 に示す。継手

の引張強度と伸びは、寄り代の増加とともに増加した。寄り代 4 mm と 6 mm で得られた

継手はいずれも母材より引張強度と伸びが低く、接合界面で破断したが、寄り代 7 mm で

作製した継手の引張強度と伸びは母材に匹敵し、母材破断を実現した。前述したように、

寄り代 4 mm および 6 mm では、接合界面の変形が酸化物の粉砕や分散、新生面の形成、

そして両接合面の密着と原子結合を達成することに対して十分ではなかったため、接合界

面において欠陥および未接合部が残存しており、引張荷重が加えられる中でこれらの欠陥

に応力が集中して亀裂の発生が促進される。一方で、寄り代を 7 mm に増加した場合には、

接合界面の欠陥が完全に除去されただけでなく、顕著な結晶粒微細化とひずみの導入によ

る半径方向と縦軸方向の両方に沿った均一な硬さ分布により、接合界面およびその近傍に

おける応力集中が回避される。その結果、母材破壊が達成され、母材に匹敵する機械的性

質を有する継手の作製に成功した。 
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図 4.11（a）母材と 4 mm、6 mm および 7 mm の寄り代で作製した接合部の引張特性、

（b）各寄り代条件に対応する継手の破断位置 

 

4.4 まとめ 

 開発した圧力制御通電圧接を用いて、低温での接合を試みた結果、以下のような結論が

得られた。 

 接合温度は接合圧力によって決定することができ、電流および寄り代は圧力制御通電圧

接における接合温度に影響を及ぼさないことが明らかとなった。また、圧力制御通電圧接

では電気抵抗熱を熱源として利用しているため、接合界面全域への均一な入熱と、それに

よる均一な硬さ分布を実現することができる。 

 本章では、脆いマルテンサイトの生成、熱影響による軟化領域の形成および接合界面の

欠陥を抑制し、母材と同等の引張特性を有する S45C の圧力制御通電圧接継手を得ること

に成功した。高い接合圧力を加えて A1 点以下の低い接合温度を実現するとともに、接合
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界面の変形を促進することで、界面組織を顕著に微細化することに加えて大きなひずみを

導入した。その結果、接合部の軟化が抑制され、接合界面の欠陥が除去された。 
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第５章 圧力制御通電圧接によるアルミニウム合金の接合 

5.1 緒言 

 アルミニウムは比強度が高く耐食性にも優れる材料であり、広範囲の合金組成、熱処理

および加工硬化などの後処理を通じて、様々な用途に適した特性を発現させることができ

る。[1-3]。その中でも、5000 系アルミニウム合金を含む非熱処系理合金は、圧延など冷

間加工によっ て材料の強度を向上させることができ、低温環境での機械的性質や海水中

での耐食性を求める分野で広く使用されている[1]。 

 しかしながら、高温では凝固時の亀裂の発生や脆性共晶相、第 2 相粒子および粗大なデ

ンドライト相の形成などにより機械的強度が低下するため、溶融溶接の適用は限定的であ

る[4-6]。したがって、低温で接合が可能な拡散接合[7-9]、摩擦攪拌接合[10-15]、線形摩

擦接合[16, 17]、摩擦圧接[18-22]などの固相接合法が、熱影響部の形成や脆性相の生成を

抑制できる接合法として期待されている。 

 ここで、アルミニウムは表面に強固な酸化皮膜を形成するため、拡散接合は困難である

[7, 8]。また、塑性変形により元の表面をバリとして系外に排出する摩擦圧接においては、

変形量が足りない場合は高い継手強度が得られない[18, 19]。また、加工硬化処理された

非熱処理系アルミニウム合金の場合には、固相接合を用いた場合であっても転位密度の低

下による熱影響部の軟化領域形成を回避することは難しい[13-15]。 

 これに対して、Choi ら[17]は AA6061-T6 の線形摩擦接合において、高い接合圧力を付

与することにより接合温度を著しく低下させ、熱影響軟化領域の形成を抑制することで

100 %の接合効率を有する継手が得られることを報告している。そこで本研究では、低温

で均一な接合温度分布の形成が可能な圧力制御通電圧接を用いて、アルミニウム合金

AA5052-H34 丸棒の同種接合を試みた。 
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5.2 実験方法 

 H34 加工硬化処理した直径 10 mm、長さ 108 mm の AA5052（2.5 wt% Mg-0.25 wt% 

Cr-0.12 wt% Fe-0.06 wt% Si-0.02 wt% Mn-0.01 wt% Cu-bal. Al）丸棒を供試材として用い

た。アルミニウムは熱伝導率が高く抵抗が小さいため、圧縮変形する際の面積増加に伴っ

て電流密度減少による入熱量の低下や熱の拡散が起こりやすい。そこで、当該現象を抑制

するために、図 5.1 で示すように、接合面の断面積を母材の断面積よりも小さくするテー

パ加工を実施した。接合面の断面積は母材のφ10 に対してφ7 とし、電流密度が 2 倍にな

るようにした。接合前に被接合界面を旋盤で加工し、アセトンで洗浄した後、大気中で乾

燥させた。接合条件は表 5.2 に示すように、電流 4500 A、寄り代 11 mm に固定し、接合

圧力を 100 MPa、160 MPa、180 MPa、200 MPa、寄り速度を 50 mm/s、100 mm/s、150 

mm/s に設定した。接合温度履歴には、斜面になっているテーパ形状試験片の温度を正確

に測定するために黒体塗料を塗布することで、試料の放射率を一定とし、熱画像カメラ

（CPA-T640、CHINO）を用いて、30 fps のフレームレートと 0.94 の放射率で測定した。 

 

図 5.1 試験片の形状模式図 (a)テーパなし, (b)テーパあり 
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表 5.1 AA5052 の圧力制御通電圧接条件 

 

 

接合した継手は図 5.2a で示すように、放電加工機を使用して硬さ試験片と微細組織観察

試験片を切り出し、OPS 懸濁液まで機械研磨を行った。硬さ試験はビッカース硬さ試験

機（FM-300、FUTURE-TECH）を使用して、図 5.2a で示すように継手界面の中心から

縦方向のビッカース硬さ分布（荷重：0.98 N、保持時間：15 s）を測定した。継手の引張

特性は、図 5.2b に示すように直径 5 mm、平行部長さ 60 mm の丸棒試験片を旋盤加工に

より作製して、引張試験機（Autograph AG-10TB、島津）を用いて 1 mm/min のクロス

ヘッド速度で実施した。 

また、FE-SEM（JSM-7001FA、JEOL）を使用して接合界面を半径方向に沿って観察し

た。加えて、-30 ℃の温度と 15 V の電圧条件で、硝酸 30 ％+メタノール 70 %の溶液で 50 

秒電解研磨した観察試料を使用して EBSD 分析を行い、データは TSL 社の OIM

（Orientation Imaging Microscopy、ver.5.31）を用いて解析した。 
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図 5.2（a）硬さ試験および微細組織観察試験片（b）圧力制御通電圧接継手の引張試験

片の模式図 

 

5.3 実験結果および考察 

5.3.1 継手の微細組織と機械的性質に及ぼす寄り速度の影響 

 50 mm/s、100 mm/s、150 mm/s の寄り速度で圧力制御通電圧接を行った場合の、圧縮

変形中の接合温度履歴の測定結果を図 5.3 に示す。この時、接合圧力は 180 MPa である。

接合温度は原理的に接合圧力によって決定されるが、接合界面積の拡大に伴って昇温速度
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が徐々に低下し、65 mm2（元の接合界面積：38.5 mm2）以上に増加すると接合温度が殆

ど上昇していない。また、接合界面積の更なる増加に伴って、接合温度が僅かに低下して

いることが確認できる。これは、接合界面積増加に伴う電流密度の減少によって入熱量が

低下するとともに、熱伝導率が高いアルミニウム材では抜熱速度が速いことが原因である

と考えられる。ここで、接合温度の低下は寄り速度の増加により小さくなり、150 mm/s

では接合温度が殆ど変化していない。50 mm/s では接合後に継手が直ぐに分離したが、こ

れは圧縮変形中の抜熱量が多く、接合温度が低すぎたためであると思われる。図 5.4 に、

異なる寄り速度で作製した継手の外観写真を示す。最終的な接合界面直径は寄り代で決定

されるため、全ての継手で接合界面直径は 22 mm となっている。 

 

 

 

図 5.3 0.3 秒の時間間隔で測定した接合界面積と接合温度の関係（接合圧力 180 MPa） 
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図 5.4 （a）100 mm/s、（b）150 mm/s で作製した継手の外観写真 

 

 各寄り速度で得られた継手の接合界面を SEM を用いて観察した結果を図 5.5 に示す。

図 5.5a に示すように、寄り速度 100 mm/s では接合界面全域に未接合部が点在すること

が観察された（赤枠領域）。これは、寄り段階での接合温度が低いことが原因である。一

方、図 5.5b に示すように、所望の接合温度が得られた 150 mm/s では、未接合部が観察

されなかった。 
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図 5.5（a）100 mm/s、（b）150 mm/s で得られた継手界面の SEM 写真 

 

 図 5.6 に異なる寄り速度で得られた接合部の硬さ分布を示す。100 mm/s と 150 mm/s は

ともに軟化領域がほとんどない同等な硬さ分布を有しており、接合界面近傍は 90 HV 以上

まで硬化されている。これは、接合界面で大きな塑性変形が生じるため、動的再結晶によ

る組織微細化や転位の導入が原因である。 

 異なる寄り速度で作製した継手の引張実験結果を図 5.7 に示す。100 mm/s の引張強度

と破断伸びは、それぞれ 180 MPa と 4 ％であり、接合界面で破断した。一方で、150 

mm/s の場合は、引張強度と破断伸びはそれぞれ 255 MPa と 9 %であり、母材で破断す

る継手効率が 100 %の継手が得られている。 
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図 5.6 各寄り速度で形成された接合部の硬さ分布 

 

 

図 5.7 各寄り速度で得られた継手の応力ーひずみ曲線 
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 図 5.8 に EBSD を用いて（a）母材と（b）100 mm/s および（c）150 mm/s で得られた

継手の接合界面中心部における逆極点図（IPF；Inverse pole figure）を示す。高角粒界

（HAGBs；方位差θ≧15º）を黒線、低角粒界（LAGBs、15º>θ>2º）を白線で表示して

いる。加えて、（a”）母材と（b’）100 mm/s および（c’）150 mm/s で得られた継手の

GN 転位（Geometrically Necessary Dislocation）の分布を KAM（Kernel Average 

Misorientation）図で示す。母材では比較的ランダムな方位角を有する平均粒径 63 μm の

等軸結晶粒が形成されており、それぞれの寄り速度で得られた継手の接合界面ではランダ

ムな方位角を有する粒径が約 2 μm の顕著に微細化された等軸晶と均一な方位角を有する

伸長した結晶粒が認められる。これは、圧力制御通電圧接中、接合界面に激しい圧縮塑性

変形と動的再結晶が同時に進行したことを示唆している。 

 母材と比較して、接合界面の組織は著しく微細化されていることが分かる。ここで、接

合界面には伸長した結晶粒も存在するが、これらの結晶粒には亜構造と低角粒界が顕著に

観察される。また、寄り速度が 100 mm/s から 150 mm/s に増加すると、伸長した結晶粒

の低角粒界が多くなっている。これは、高い寄り速度の場合、より激しい塑性変形が加え

られることに起因していると思われる。 
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83 

 

 

  

図 5.8（a-a’-a”）母材、（b-b’）100 mm/s および（c-c’）150 mm/s で得られた接合界面

における逆極点図（IPF）およびカーネル平均方位差（KAM）マップ 

 

5.3.2 継手の微細組織と機械的性質に及ぼす接合圧力の影響 

図 5.9 に、100 MPa と 160 MPa で作製した継手の外観写真と継手の縦断面の光学顕微

鏡写真を示す。継手の接合界面直径は共に 22 mm となっている。接合圧力が 200 MPa の

場合は接合直後に分離したが、これは接合温度が低過ぎることが原因である。SEM を用

いて 100 MPa と 160 MPa で得られた接合界面を観察した結果を図 5.10 に示す。接合界面

には欠陥や未接合部は存在していない。 
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図 5.9（a）100 MPa と（b）160 MPa で作製した継手の外観写真と光学顕微鏡写真 

（寄り速度 150 mm/s） 

 

  

図 5.10（a）160 MPa および（b）180 MPa で得られた接合界面の SEM 観察結果 
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図 5.11 各接合圧力条件に伴う硬さ分布 

 

異なる接合圧力で作製した継手において、接合界面に垂直方向に測定した硬さ分布を図

5.11 に示す。接合圧力の増加に伴い、接合界面近傍の熱影響軟化領域の形成が抑制されて

いることがわかる。100 MPa では、接合界面を中心に 8 mm 幅の熱影響軟化部が生じ、最

小硬さは母材硬さの 85 %となり、接合圧力が 160 MPa に増加すると、熱影響軟化部は接

合界面を中心に 6 mm 幅となっており、最小硬さは母材硬さの 90 %となっている。これ

らに対し、接合圧力が 180 MPa の場合は軟化領域の形成が完全に抑制されている。 

 図 5.12 に EBSD を用いて（a-a’）100 MPa と（b-b’）160 MPa で得られた継手の接合

界面中心部における逆極点図と KAM 図を示す。100 MPa と 160 MPa の接合圧力で得ら

れた接合界面では、約 2 μm の等軸晶や伸長した結晶粒が観察された。接合圧力の増加に

伴い、伸長した結晶粒がさらに多く形成しているが、これは高い接合圧力の場合、より低

い接合温度で塑性変形が加えられたためである。また、（a-a’）100 MPa、（b-b’）160 

MPa および（c-c’）180 MPa で得られた継手の接合界面から縦軸方向に 2 mm 離れた領域

における逆極点図と KAM 図を図 5.13 に示す。全ての接合条件で約 60 μm の同等なサイ
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ズの等軸晶が形成している。また、接合圧力が 100 MPa から 180 MPa に増加すると、結

晶粒内の亜結晶や低角粒界が徐々に多くなることが観察された。 

 

   

  

図 5.12（a-a’）100MPa と（b-b’）160MPa で得られた接合界面における逆極点図（IPF）

およびカーネル平均方位差（KAM）マップ 
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図 5.13（a-a’）100MPa と（b-b’）160MPa と（c-c’）180 MPa で得られた継手の接合界

面から 2 mm 離れた所における逆極点図（IPF）およびカーネル平均方位差（KAM）マッ

プ 
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 図 5.14 に各接合圧力で測定した（a）熱履歴と（b）最高到達温度および昇温速度を示

す。全ての条件で、接合温度は図 5.3 で述べたように塑性変形が始まる前は一定の昇温速

度で上昇する。その後、塑性変形が開始すると昇温速度が徐々に減少し、接合温度が最高

値に到達した後に減少する傾向が認められる。図 5.14b を見ると、接合圧力が 100 

MPa→160 MPa→180 MPa と増加することにより、最高到達温度は 250 ℃→225 ℃→200 ℃

に減少している。一方で、接合圧力は圧力制御通電圧接における昇温速度にはほとんど影

響しないことが分かる。 

 

 

（a） 
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（b） 

図 5.14  各接合圧力条件で測定した（a）接合温度履歴と（b）得られた温度履歴から求

めた最高到達温度と昇温速度（50 ℃～150 ℃） 

 

 異なる接合圧力で得られた継手の引張実験結果を図 5.15 に示す。接合圧力が 100 MPa

から 160 MPa、180 MPa まで増加するに伴い、引張強度は 205 MPa から 239 MPa、255 

MPa まで増加している。100 MPa と 160 MPa では熱影響部で破断し、180 MPa では母

材破断した。100 MPa および 160 MPa では、図 5.14 に観察したように、180 MPa の場

合よりも接合温度が高く、図 5.11 に示すように熱影響軟化領域が生じたためである。 
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図 5.15 各接合圧力で得られた継手の応力―ひずみ曲線  

 

5.4 まとめ 

本章では、AA5052-H34 の圧力制御通電圧接を行った。電気抵抗熱を活用する圧力制御

通電圧接においては、電気抵抗が低く、熱伝導率が高いアルミニウム合金の接合界面積の

増加に伴う温度低下を抑制する必要があるため、テーパ形状の丸棒試験片を使用した。大

きな寄り速度を用いることで接合温度の低下を効果的に抑制できることに加えて被接合界

面を高速変形させることができ、未接合部や欠陥のない健全な接合界面を有する継手が得

られた。また、接合圧力の制御により接合温度が決定できる原理を利用して、180 MPa の

高い圧力を付与することで低温での接合を行った。その結果、接合界面の組織を著しく微

細化すると共に大きなひずみを導入して熱影響軟化領域を完全に抑制し、継手効率 100 ％

の AA5052-H34 継手を得ることに成功した。 
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第６章 圧力制御通電圧接による Ti-6Al-4V/SUS316L の異材接合 

6.1 緒言 

 近年、単一の材料では得られにくい軽量化や異なる物性の組み合わせによる高性能化等

を目的として、異種接合技術の必要性が高まっている。チタンおよびチタン合金は比強度

が高く、耐食性や耐熱性が優れるため、航空・石油化学・運送産業などの広範囲の産業分

野で注目されている[1]。しかし、チタン合金は複雑形状への加工が難しく、高価な材料で

あり、利用が制限されている[2]。一方で、ステンレス鋼は強度と耐食性が高く、低コスト

であるため、チタン合金に代替される場合がある[3]。そこで、構造体の低コスト化や軽量

化の観点から、チタン合金とステンレス鋼の接合材の需要が高まりつつある。しかしなが

ら、チタン合金とステンレス鋼を溶融溶接する場合、高温で TiFe および TiFe2 等の脆い金

属間化合物が形成するだけではなく、線熱膨張係数および熱伝導率のような物理的性質が

大きく異なるため、継手の脆化、残留応力および溶接変形が発生しやすくなる[4]。これら

の理由から、従来の溶融溶接法では、チタン合金とステンレス鋼の健全な異材接合継手を

得ることが難しい[5-13]。この理由から、厚く脆い金属間化合物層の形成や溶接ひずみの

発生を抑制するために、低温で接合が可能な固相接合法が求められている[14-21]。 

 Kundu ら[17]は二相ステンレス鋼と Ti-6Al-4V の拡散接合継手について、引張試験を用い

て接合性能を評価した。高温接合条件の場合は 60 %以下の継手効率で劈開破断する接合部

となったが、低温接合条件では 77 %の継手効率となり、λ 相+TiFe で破断する接合部が得

られた。Ghosh ら[18]は Ti-5.5Al-2.4V と SUS304 を真空下あるいは 3 MPa の圧力、1 時間の

接合時間で拡散接合し、接合温度を 950 ℃から 850 ℃に低下させることで IMC 層の厚さを

最大 2.4 μm まで抑制することに成功した。Li ら[19]は様々な回転数（RPM）で Ti-6Al-4V

と SUS316Lの摩擦圧接継手を作製した。その結果、回転数の減少に伴って入熱が減少し、

１ μm 以下の薄い IMC 層を有する継手の作製に成功した。また、Li ら[20]は Ti-6Al-4V と

SUS316L の摩擦圧接継手の接合部に存在する残留応力を除去するために、接合後熱処理を

行った。その結果、600 ℃の温度で 2 時間の熱処理を施すことで、接合部の残留応力や接
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合ひずみが効果的に除去され、継手の引張強度を基準とする継手効率が 20 ％から 72 ％ま

で増加した。しかしながら、摩擦圧接では接合界面における中心部と外周部の周速度が異

なるため、入熱や変形挙動が不均一であるとされている。前述したように、比較的接合温

度が低い固相接合法の適用や接合後熱処理を導入することで、接合部に形成される脆い

IMC 層の抑制や、接合ひずみおよび残留応力の除去が可能となる。しかしながら、追加工

程の導入は製造コストの増加を引き起こすだけでなく、高い信頼性が要求される構造材料

として適用するためには、従来の固相接合で得られた結果は、後熱処理を用いた場合であ

っても継手効率が未だ十分であるとは言い難い。 

 以上の背景から、本章では、チタン合金 Ti-6Al-4V とステンレス鋼 SUS316L を被接合材

として、ジュール熱と大荷重を用いる圧力制御通電圧接法を適用することにより、脆い

IMC を抑制し、接合界面全域において健全な接合組織を均一に形成させることで、90 ％

以上の高い継手効率を実現することを目的とした。また、固相接合を用いて高い継手効率

を達成するために、接合温度を Ti-6Al-4V と SUS316L が同等の変形抵抗となる値に設定す

ることを試みた。接合温度を当該値に正確に制御することができれば、被接合界面同士が

新生面で当接し、良好な接合界面の形成が期待できる。青木ら[21]が、炭素鋼の線形摩擦

接合において、接合圧力の増加に伴い接合温度が低下することを報告しており、本研究で

は接合圧力による接合温度の制御を検討した。 

 

6.2 実験方法 

 ステンレス鋼 SUS316L 冷間引抜材と Ti-6Al-4V 押出材を供試材として選定した。共に、

直径 10 mm、長さ 105 mm の丸棒である。各材料の化学組成を表 6.1 に示す。図 6.1a に示

す平行部長さ 4 mm、厚さ 2 mm、幅 2 mm の小型ドッグボーン試験片を母材から放電加工

機（AG360L、ソディック）で切り出し、高温引張試験（AGS-X、島津製作所）を実施す

ることで、母材の変形抵抗の温度依存性を評価した。接合時に導入されるひずみ速度を考

慮して、クロスヘッド速度は SUS316L と Ti-6Al-4V でそれぞれ 37 と 45 mm/min に設定し
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た。表 6.2 に示すように、接合条件は、電流 3000 A、寄り代 4.0、4.5、4.8、5.0 mm、接合

圧力 300、350、400、450、500 MPa に設定した。被接合界面となる丸棒の端面は旋盤で加

工し、アセトンで洗浄した後、大気中で乾燥させた。 

接合後、図 6.1b に示すように放電加工機を用いてビッカース硬さ試験片と微細組織観察

試験片を作製した。ビッカース硬さ試験機（FM-300、FUTURE-TECH）を使用して、図

6.1b に示すように中心部と外周部の硬さ分布を評価した。また、SEM（JSM-7001FA、

JEOL）を用いて、半径方向に沿った接合界面を観察した。加えて、FIB（JIB-4500、JEOL）

を使用して接合界面の中心部から TEM 観察用サンプルを採取し、TEM（JEM-2100F、

JEOL）を用いて界面組織を詳細に観察した。さまざまな接合条件で作製した継手の接合

界面中心部の組成（連続点分析およびマップスキャン）を、EPMA（JXA-8530F、JEOL）

を使用して測定した。また、図 6.1c に示すように旋盤加工により棒状引張試験片を作製し、

引張試験機（Autograph AG-10TB、島津）を用いて 1 mm/min のクロスヘッド速度で引張強

度測定した。 

 

 

 

 

(a) 
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(b) 

 

(c) 

図 6.1（a）母材の高温引張試験片、（b）硬さ試験および微細組織観察試験片、（c）圧力

制御通電圧接継手の引張試験片の模式図 

 

表 6.1 Ti-6Al-4V/SUS316L 母材の化学組成（wt.%） 
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表 6.2 Ti-6Al-4V/SUS316L の圧力制御通電圧接条件 

 

 

 

6.3 実験結果および考察 

6.3.1 継手の微細組織と機械的性質に及ぼす接合圧力の影響 

 図 6.2 は Ti-6Al-4V と SUS316L の変形抵抗の温度依存性を示している。両材料の変形抵

抗は温度の上昇に伴って低下するが、Ti-6Al-4V の方はより急激に低下し、SUS316L の方

はより緩やかに低下することがわかる。これらの変形抵抗の温度依存性を利用すると、各

材料の変形抵抗に対応する接合圧力を負荷することで被接合界面が変形し、当該変形抵抗

に対応する接合温度を設定することができる。つまり、被接合界面同士を当接させる固相

接合においては、接合圧力によって接合温度を決定することができる[21, 22]。したがって、

異材接合については、両材料の変形抵抗の温度依存性曲線に交点が存在する場合、当該交

点に対応する圧力を加えることで、被接合界面において両材料を同時に変形させることが

できると考えられる。 
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図 6.2 Ti-6Al-4V と SUS316L の変形抵抗の温度依存性 

 

そこで、表 6.2 に示すように、電流を 3000 A、寄り代を 4.8 mm に固定して、接合圧力を

上記の「交点」の変形抵抗を含む範囲（300～500 MPa）で変化させることで、得られる継

手の微細組織と機械的性質に及ぼす接合圧力の影響を調査した。各接合圧力で作製した継

手の引張強度と伸びの関係を図 6.3 に示す。接合圧力を 300 MPa から 450 MPa まで増加さ

せると、引張強度と伸びが共に増加した。ひずみは、主として変形抵抗が低い SUS316L側

に発生し、引張実験後の破断は全て接合界面で起こった。一方で、500 MPa で作製した継

手は接合直後に直ちに分離した。これは、接合温度が十分でないためだと考えられる。 
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図 6.3 各接合圧力で得られた継手の引張特性 

 

最も高い強度がえられた、接合圧力 450 MPa の条件における、接合中の両材料の変形挙

動を図 6.4 に示す。白い点線は継手の接合界面を示しており、上側が SUS316L、下側が Ti-

6Al-4V である。接合の初期段階（図 6.4(a)）から完了段階（図 6.4(b)）まで、接合界面が

密着した状態で両材料が共に変形したことが分かる。 

 

     

図 6.4 接合圧力 450 MPa の接合工程中での両材料の変形挙動（a）0.5 秒（b）1.5 秒 
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図 6.5 は接合圧力 300 MPa と 450 MPa で得られた継手の軸断面を示している。継手界面

は白い点線で表されている。300 MPa ではチタン側の変形量が SUS316L 側の変形量より大

きい。しかしながら、接合圧力が 450 MPa に増加すると、両材料の変形量がより同等にな

っている。図 6.2 の結果に基づいて、450 MPa は 300 MPa より両材料の変形抵抗-温度依存

性曲線の交点に近いため、両材料の同時変形がより促進されたと考えられる。上述した両

材料の同時変形挙動は、継手界面の新生面の形成に直接的に影響を及ぼすことから、母材

の表面に存在する凹凸は平滑化され、酸化膜は破壊されてバリとして外部に排出される。

ここで、接合界面はほとんど直線状に形成されているが、Ti-6Al-4V 側にやや凸形状とな

っている。これは、接合界面の中心部は外周部より僅かに温度が高くなるため、当該領域

では SUS316L よりも Ti-6Al-4V がより軟化することを示唆している。300 MPa と 450 MPa

で作製した継手において、接合界面と垂直方向に測定した硬さ分布を図 6.6 に示す。両材

料の接合部に軟化領域は形成されておらず、Ti-6Al-4V 側では硬さが中心部と外周部で同

等の値となっている。一方で、SUS316L 側では接合界面から２ mm の範囲内で硬化が認め

られる。これは高い加工硬化率を有する SUS316L に対して、低温で変形が加えられたこ

とが原因であると考えられる。 

 

 

図 6.5 接合圧力 300 MPa（a）と 450 MPa（b）で得られた継手の軸断面写真 
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(a) 

 

(b) 

図 6.6（a）300 MPa、（b）450 MPa で作製された継手の中心部と外周部の接合界面に垂直

方向の硬さ分布 
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継手界面の微細組織を TEM および STEM-EDS によって観察した結果を図 6.7 および 4.8

にそれぞれ示す。接合圧力 300 MPa と 450 MPa で得られた継手の接合界面に形成された相

互拡散領域を、図 6.7(a)と 6.8(a)において白色点線で示している。300 MPa においては、β-

Ti 相の安定化元素である SUS316L 側の Fe が界面付近の Ti-6Al-4V 側の結晶粒に拡散する

ことで、接合界面近傍で β-Ti 相への相変態が生じている。一方で、450 MPa では図 6.8(a)

に示すように、接合界面近傍において β-Ti 相の形成は観察されなかった。接合圧力の増加

に伴って β-Ti 相の形成が抑制されたことは、接合温度の低下が原因であると考えられる。

各元素の拡散挙動を図 6.7(b)と 6.8(b)の STEM-EDS マッピング写真で示す。相互拡散領域

は Ni リッチな領域と Cr リッチな領域に分類できる。γ-Fe への Ti 原子の拡散係数は β-Ti へ

の Fe、Cr、Ni 原子の拡散係数よりも大幅に小さい。また、β-Ti への拡散係数の大きさは

Ni>Fe>Cr の順になっているため、相互拡散領域は Ti-6Al-4V 母材/β-Ti/Ni リッチ領域/Cr リ

ッチ領域/SUS316L 母材の順で形成されている。また、接合圧力 450 MPa では、温度の低

下により相互拡散が抑制されている。図 6.7(c)と 6.8(c)は接合界面に垂直な白い点線に沿っ

た元素含量分布を示している。接合圧力が 450 MPa の場合は低い接合温度と短い接合時間

によって金属間化合物層の形成が顕著に抑制され、その厚さは 300 MPa の 125 nm から 83 

nm にまで減少している。 
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(a)                                                            (b) 

 

(c) 

図 6.7 接合圧力 300 MPa で得られた継手界面の（a）TEM 明視野像；（b）STEM-EDS マ

ッピング写真；（c）連続点分析元素含量分布 
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(a)                                                            (b) 

 

(c) 

図 6.8 接合圧力 450 MPa で得られた継手界面の（a）TEM 明視野像；（b）STEM-EDS マ

ッピング写真、（c）連続点分析元素含量分布 
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6.3.2 接合界面の形成と継手の機械的性質に及ぼす寄り代の影響 

 図 6.9 に寄り代の変化に伴う界面変形比（接合界面の面積／被接合界面の面積）の変

化を示す。寄り代が 4.0 mm から 4.8 mm まで増加すると界面変形比が 1.8 から 2.1 まで増加

している。即ち、接合界面の面積は元の面積の２倍以上になり、被接合界面に存在する酸

化物等は殆どがバリとして排出されたと考えられる。しかしながら、目標寄り代を 5.0mm

に設定した場合、設定値まで変形ができなかった。これは、接合部が広がって図 6.10 で示

すように試験片自体が互いに押される（図 6.10a）ことではなく、治具で押される形状

（図 6.10b）になるため、治具と接合部の間の密着面が広くなることで治具に拡散する熱

量が増加し、伝達される圧力が低下することにより変形しにくくなるためだと考えられる。 

各寄り代条件で得られた継手の引張試験結果を図 6.11 に示す。寄り代の増加に伴って継

手の引張強度と伸びが増加し、4.8 mm ではそれぞれ 716 MPa と 6.2 ％に達している。当該

結果は、被接合界面の変形によって表面に存在した凹凸や酸化膜の排出量が増加し、新生

面の形成が促進されたためであると考えられる。ここで、最大の継手効率（100x 継手強度

/母材強度，％）が 98.5 ％に至る継手の作製に成功したが、全ての継手は接合界面で破断

した。 
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図 6.9 寄り代の変化に伴う界面変形比の変化（接合圧力 450 MPa） 

 

 

図 6.10 寄り代（a）4.5 mm と（b）5.0 mm での圧縮変形形状 
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図 6.11 各寄り代条件で得られた継手の引張特性（接合圧力 450 MPa） 

 

 

SEM を用いて継手の界面微細組織を観察した結果を図 6.12 に示す。寄り代 4.0 mm で形

成された接合界面では欠陥が点在しているが、寄り代 4.5 mm 以上で形成された接合界面

には欠陥が観察されなかった。図 6.13 は各寄り代条件で得られた接合界面の EPMA によ

る分析結果である。寄り代 4.0 mm で得られた接合界面に存在する酸化物層は、寄り代を

4.5 mm および 4.8 mm に増加させることによって除去された。これらの結果から、界面変

形比を増加させることで、接合界面での欠陥および酸化物層の除去を促進することにより、

継手強度の向上を実現できるということがわかる。 
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図 6.12 各寄り代で得られた接合界面の SEM 観察結果、寄り代 4.0 mm の（a）中心部と

（b）外周部、4.5 mm の（c）中心部と（d）外周部、4.8 mm の（e）中心部と（f）外周部 
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(a) 
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(b) 
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(c) 

図 6.13 各寄り代で得られた接合界面の EMPA 分析結果（Ti、Fe、O 元素分布）、（a）

4.0 mm、（b）4.5 mm、（c）4.8 mm 
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6.3.3 100%の継手効率を有する Ti-6Al-4V/SUS316L 継手の作製 

 これまでに、85 nm の相互拡散領域厚さと 2.1 の界面変形比で最大継手効率が得られた

が、図 6.14 で示すように、圧力制御通電圧接法では、接合界面のひずみが中心部から外周

部に向かって徐々に減少し、ひずみ挙動が異なることが観察された。即ち、2.0 の界面変

形比では、ひずみが不十分で新生面の形成が不足する領域が存在する可能性もある。加え

て、図 6.15 に示すように、接合界面の中心部と外周部での若干の冷却速度差によって、金

属間化合物層の厚さに差が生じることも考えられる。これらの理由から、 Ti-6Al-

4V/SUS316L 異種接合において 100 ％の継手効率を目指すためには、より低温条件で十分

な界面変形を加えることで、中心部と外周部の冷却速度差を小さくし、界面全域に健全な

界面組織を形成させる必要がある。これらを実現するために、丸棒の突き出し部を 5 mm

から 8 mm に増加させることで変形を容易とし、図 6.10b で示すような接合部が治具で押

される形状を回避した。接合圧力を前節の最適値である 450 MPa より僅かに増加させて

480 MPa とした。480 MPa は、図 6.2 における Ti-6Al-4V と SUS316L の「交点」に対応す

る値である。また、寄り代は 7.8 mm、電流値は 3000 A とした。 

 

 

図 6.14 圧力制御通電圧接における炭素鋼の同種接合中に接合界面の半径方向に沿って形

成するひずみ分布を LS-DYNA を用いて解析した結果 
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図 6.15 450 MPa で得られた継手界面中心部と外周部の相互拡散領域の厚さ 

 

得られた継手の引張試験結果を図 6.16 に示す。引張強度は 720 MPa、伸びは 22 %に達し

ており、SUS316L 母材で破断する良好な継手が得られた。得られた引張特性と拡散接合で

得られた継手に関する先行研究の結果との比較を図 6.17 に示す。Ti 合金/ステンレス鋼の

拡散接合継手は全て 600 MPa 以下の引張強度となっており、伸びは 10 %以下となってい

る。また、全ての継手において、接合界面で引張破断が生じている。これらの比較から、

本研究で得られた Ti-6Al-4V/SUS316L 継手は従来の拡散接合継手に対して極めて大きな優

位性を有していることが分かる。 
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（a） 

 

（b） 

図 6.16 Ti-6Al-4V/SUS316L 圧力制御通電圧接継手の（a）引張応力―ひずみ曲線、（b）

引張破断された試験片（接合圧力 480 MPa、寄り代 7.8 mm） 
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図 6.17 圧力制御通電圧接と拡散接合で得られたチタン合金／ステンレス鋼継手の引張特

性の比較 

 

次に、Ti 合金/ステンレス鋼の異種継手の引張強度と試験片の面積比（引張試験片平行

部の断面積/接合部の断面積）について、本研究で得られた Ti-6Al-4V/SUS316L 継手と摩擦

圧接を用いた先行研究とを比較した結果を図 6.18 に示す。摩擦圧接の場合、一般的に継手

界面において温度分布が不均一であり、界面中心部の接合強度がより高くなる傾向となる

ため、試験片の面積比が大きくなると、見かけの継手の引張強度が低下する。また、図

6.18 における全ての摩擦圧接継手は母材より低い強度となっており、接合界面で破断して

いる。これに対し、圧力制御通電圧接を用いた場合、高い試験片の面積比にもかかわらず、

母材で破断する高強度な継手が得られている。これらの結果は、圧力制御通電圧接法を用

いることで、既存の拡散接合法や摩擦圧接法では得られない 100 %の継手効率を有する Ti-

6Al-4V/SUS316L 異種継手の作製が可能であることを示している。 
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図 6.18 圧力制御通電圧接と摩擦圧接で得られたチタン合金／ステンレス鋼継手の試験片

面積比と引張強度の関係 

 

上記の結果が得られた理由を解明するために、図 6.19 に示すように SEM を用いて接合

界面組織を観察した。圧力制御通電圧接で得られた Ti-6Al-4V/SUS316L 異種継手の中心部

と外周部においては、継手強度を低下させる機械的混合層、亀裂および凹凸等は観察され

ず、全ての領域で平坦な界面形状となっている。 

継手の中心部と外周部における接合界面と直交する軸方向の硬さ分布結果を図 6.20 に示

すが、硬さ分布は図 6.6 の結果と同様である。継手界面付近の SUS316L 側が加工硬化によ

り強化されることで、Ti-6Al-4V 側への硬さ変化がより滑らかになる。その結果、接合界

面での応力集中が緩和されることで継手の機械的性質が向上すると考えられる。 

また、中心部と外周部の界面組織の差異をより詳細に確認するために、各領域の界面組

織を STEM 明視野像で観察し、STEM―EDS によって元素分析を行った。得られた結果を

図 6.21 に示す。中心部と外周部で相互拡散領域が 71～72 nm の同じ厚さで形成しており、

界面全域に均一な入熱が発生したことが示唆される。 
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図 6.19 継手界面中心部と外周部微細組織の SEM 観察結果 

 

 

 

図 6.20 継手中心部と外周部の縦軸方向に沿った硬さ分布 
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図 6.21 継手界面中心部と外周部の TEM 明視野像と連続点分析結果 

 

圧力制御通電圧接中の Ti-6Al-4V と SUS316L の変形挙動と界面組織形成の関係を調査す

るために、寄り代方向と半径方向に沿った変位を測定した。得られた結果をそれぞれ図

6.22 と図 6.23 に示す。寄り代は軸方向に沿った材料の圧縮変形に起因する線形変位量で定

義した。Ti-6Al-4V と SUS316L の両側で同時に変形が進み、最終的には Ti-6Al-4V 側が 4.3 

mm、SUS316L 側が 3.2 mm の寄り代であったことがわかる。これは、接合中に両材料が同

時に変形しただけではなく、同程度の大変形が生じたことを意味している。また、図 6.23

に示すように、半径方向に沿った変位に関しては、両材料の接合面が半径方向に沿って剪

断変形せず同じ速度で拡大しており、両材料が完全に同じ変形挙動を示している。 
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図 6.22 圧力制御通電圧接中の Ti-6Al-4V と SUS316L の時間と寄り代の関係 

 

 

図 6.23 圧力制御通電圧接中の Ti-6Al-4V と SUS316L の時間と半径方向に沿った変位の関

係 

 

また、Ti-6Al-4V と SUS316L の圧力制御通電圧接に要する時間は～1.7 秒程度であり、拡

散接合（接合時間：数十分）および摩擦圧接（接合時間：数十秒）と比べて相当に短い接

合時間となっている。更に、高い接合圧力を加えることで、接合界面を低い温度で変形さ

せることができる。これらの特徴から、圧力制御通電圧接継手においては、典型的な拡散

接合継手（金属間化合物層の厚さ：数十 μｍ[19, 20, 33]）および摩擦圧接継手（金属間化
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合物層の厚さ：0.2~5 μｍ[17, 18, 23-25]）と比べて、厚さが約 70 nm の極めて薄く均一な金

属間化合物層が形成される。加えて、Ti-6Al-4V と SUS316L は半径方向に同時に同程度の

変形速度で変形し、両材料の接合面では剪断変形もなく完全に同じ界面変形挙動を発現さ

せることが可能である。 

Ti-6Al-4V/SUS316L の圧力制御通電圧接の接合メカニズムを模式的に図 6.24 に示す。前

述したように、両材料の被接合面には酸化膜や凹凸が存在する（図 6.24a）。接合面は大

荷重の印加によって接触し、Ti-6Al-4V と SUS316L の変形抵抗の温度依存性曲線の交点に

該当する圧力を加えた状態で通電することで、所望の接合温度で両材料が同時に変形する。

この段階では初期の連続的な酸化膜が破砕分断されることで、接合面に新生面が形成する

（図 6.24b）。これらの新生面では白い矢印に示すように大荷重と高温によって局部的に

原子間結合が形成されるものの、表面の凹凸や酸化物層および不十分な界面変形のため、

接合されていない領域が存在する。しかし、酸化物が存在しない領域に電流が集中し、当

該領域での発熱が促進されると考えられる（図 6.24b）。その結果、欠陥の周囲の材料変

形が促進され、欠陥の除去が促進される。さらに変形が進むと、酸化膜がさらに粉砕・分

散されながら排出され、界面欠陥がさらに除去される（図 6.24c）。十分な変形の後、最

終的に健全な界面組織が形成される（図 6.24d）。なお、反に酸化物が接合界面に僅かに

残存する場合であっても、微細分散されることで無害化されると考えられる。 
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図 6.24 圧力制御通電圧接における界面形成メカニズムの模式図 
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6.3.4 圧力制御通電圧接と摩擦圧接の相違点 

 摩擦圧接は代表的な固相接合法の一つである。摩擦圧接と圧力制御通電圧接は全体の構

成しては類似点も多いが、前述したように、界面での変形挙動は大きく異なる。これらの

接合法における共通の主な接合メカニズムは、被接合界面での新生面形成、即ち、密着し

た両材料の被接合面に存在する凹凸や酸化膜の除去である。それゆえに、変形挙動はこれ

らの接合法において、非常に重要な現象である。摩擦圧接では、中心部と外周部において、

回転運動による周速度が異なるため、中心部では低い周速度によって温度が低く、外周部

では高い周速度によって温度が高くなる傾向がある。Liu ら[22]は Ti-6Al-4V と SUS316L の

摩擦圧接界面を観察した結果、Ti-6Al-4V が SUS316L の方に凸形状になることを報告した。

この結果は、図 6.2 に示すように、温度の増加に伴って Ti-6Al-4V の変形抵抗は SUS316L

より急激に低下するため、低温である中心部において Ti-6Al-4V は SUS316L より変形抵抗

が高く、高温である外周部において Ti-6Al-4V の変形抵抗がより低くなることに起因して

いる。 

 これに対し、図 6.5 に示すように、圧力制御通電圧接で得られた継手界面は基本的に直

線状であり、SUS316L から Ti-6Al-4V の方に僅かに凸形状となる。即ち、接合界面での温

度分布が摩擦圧接よりも均一であることを示唆している。中心部の方が外周部より少し温

度が高くなるが、これは中心部と外周部の冷却速度の差異に起因していると思われる。ま

た、Liu ら[22]は Ti-6Al-4V と SUS316Lの摩擦圧接において、低温でより軟らかい SUS316L

の方が先に変形が始まり、その後に Ti-6Al-4V の方のみが変形することを報告した。一方

で、図 6.4 に示すように、圧力制御通電圧接では両材料が同時に変形することが確認され

た。接合界面の連続性は健全な界面組織の形成において重要な要素の一つであるが、摩擦

圧接では加えられる運動が回転方向と圧縮方向の複合運動となることに加え、中心部と外

周部の周速度が異なることから、均一な温度分布および変形挙動を得ることが難しい。し

かしながら、圧力制御通電圧接では電気抵抗発熱により界面全域に均一に入熱され、一軸

圧縮方向の単純な変形挙動を有するため、継手界面の高い連続性を得ることができる。ま

た、中心部と外周部における均一性のみならず、Ti-6Al-4V と SUS316L で均一な変形挙動
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が得られる結果、圧力制御通電圧接では摩擦圧接よりも均一に新生面を形成させることが

できる。これらの特徴的な変形挙動は 100 ％に至る継手効率の向上に寄与したと考えられ

る。 

 

6.4 まとめ 

本章では、Ti-6Al-4V と SUS316L の圧力制御通電圧接を行った。接合圧力で接合温度を

制御できる特徴を活かして、異種材料の接合に取り組んだ。変形抵抗の温度依存性曲線に

交点を有する組合せの異材接合に関して、当該交点に対応する接合圧力を用いた圧力制御

通電圧接によって、極めて良好な異材継手を得ることができる。寄り代を制御することで、

界面変形量を変化させることができる。界面変形量の増加に伴って接合面に存在する欠陥

や酸化膜がバリとして排出されることで新生面の形成が促進され、新生面同士が原子拡散

によって接合される。電気抵抗熱を熱源として用いることで、接合界面全域に均一な接合

温度分布を実現することができる。低い接合温度と短い接合時間で接合が達成され、接合

部に熱影響軟化部が形成されないだけでなく、極めて薄い金属間化合物層が接合界面にお

いて均一に形成させることができる。加えて、当接する被接合界面が同じ速度で半径方向

に変形することにより、剪断変形のない接合界面が形成される。これらの結果、機械的混

合層、亀裂および空孔の形成が効果的に抑制される。 
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第７章 圧力制御通電圧接による AA5052/S45C の異種接合 

7.1 緒言 

 輸送機器の軽量化は CO2排出を効果的に抑制できる方法として知られており、異種接合

は軽量化を実現するための代表的な技術として盛んに研究されている[1-5]。特に、Al と

Fe の異種継手は軽量化に加えて走行性能の向上等にも貢献するため、図 7.1[6]に示すよう

に、自動車産業での需要が高まっている[7-9]。溶融溶接を用いた Al/Fe の異種接合にお

いては、両材料における熱的・機械的性質が大きく異なるだけでなく、厚くて脆い金属間

化合物が形成するため、健全な継手を得ることが難しい[10-14]。村上ら[15]はガスメタ

ルアーク溶接（GMA 溶接）を用いて、Al 合金/鋼の重ね継手を作製した。その結果、2.5 

μm の厚さを有する比較的薄い金属間化合物（IMC；Intermetallic compound）層の形成に

成功したが、引張試験片は軟化した Al 側の熱影響部（HAZ；Heat affected zone）で破断

し、70 ％程度の継手効率に留まっている。Cui ら[16]はレーザオフセット溶接を用いて Al

合金と鋼の突き合せ継手を作製し、得られた継手の接合界面において η-Fe2Al5 と θ-

Fe4Al13 で構成される IMC 層が形成した。深さ方向に沿って不均一に形成した IMC 層は三

つの領域に分けられ、これらの領域が存在することで変形抵抗が不均一になることが報告

されている。継手効率の低下を防止するためには、接合中の入熱を低減することで IMC

層の厚さを数ミクロン以下に抑えるとともに、HAZ 軟化部の形成も抑制する必要がある。 

 Al/Fe の異種接合に対して、爆発接合[17]、摩擦攪拌接合[18-26]、摩擦攪拌点接合[27-

29]および摩擦圧接[30-35]など、様々な固相接合法の適用が増加している。Paul らの研究

[17]では、両被接合材の高速衝撃を利用することで低温接合する爆発接合は、溶接が困難

な種々の同種接合や異種接合に対して有効であることが報告された。福本ら[18]は、Al 合

金と鋼の摩擦攪拌接合における両側の材料流動が、接合部の微細組織と機械的性質に顕著

な影響を与えると報告した。摩擦攪拌ツールを鋼側に 0.1 mm までオフセットし、回転速

度を 3000RPM まで増加すると、攪拌が困難な鋼の流動が向上し、接合強度が徐々に増加

した。Kar ら[23]は摩擦攪拌接合を用いて作製した Al 合金/鋼重ね継手について、接合界
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面の微細組織を調査した。その結果、1700 RPM の高いツール回転速度によって円滑な塑

性流動が得られ、良好な接合界面が形成することで継手の剪断強度が増加することを示し

た。 

 摩擦圧接は丸棒に適用できる効率的な固相接合法として広く研究されている。しかしな

がら、Zhang ら[30]が報告しているように、Al 合金/ステンレス鋼の異材摩擦圧接におい

ては、界面での入熱や塑性流動が不均一であるため、IMC厚さの分布も不均一となる。ま

た、Al と Fe を摩擦圧接する場合、これらの材料の変形抵抗の温度依存性は図 7.2 に示す

ように大きく異なる。したがって、回転摩擦を利用して発熱させると両材料の接合界面温

度は同時に上昇するため、先に Al 側が変形可能な温度に到達し、Al 側だけが変形するこ

とになる。それゆえに、Fe 側は変形せず、Fe 側の接合面に存在する凹凸や酸化膜を除去

することは困難である。Wang ら[31]は Al 合金/ステンレス鋼における摩擦圧接を行い、

Al のみをバリとして排出した継手を得た。Taban ら[32]は Al 合金と鋼の異種接合におい

て、加工によって Fe 側の接合面に渦巻き形状の溝を形成させ、軟化した Al を Fe 側の溝

に押し込む摩擦圧接技術を報告している。当該内容は、Al/Fe の摩擦圧接において、Fe は

基本的に変形しないことを示している。即ち、健全な Al/Fe 摩擦圧接継手を作製するため

には、研磨によって Fe 側の接合面に存在する凹凸や酸化膜を予め除去する手順が必要に

なる。加えて、Fe の被接合界面に予備処理を施した場合であっても、摩擦圧接によって

均質な接合界面を得ることは極めて困難である。  

 そこで、本章では大荷重とジュール熱を用いることで界面全域に低温で均一な入熱が可

能な圧力制御通電圧接法を用いて、変形しやすい Al 側は低い電気抵抗によって変形を遅

延させ、変形しにくい Fe 側は高い電気抵抗によって変形を促進することで、被接合界面

における両材料の変形を実現し、健全な接合界面を有する異種継手の作製を目指した。 
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図 7.1 自動車のアルミニウム使用量の推移[6] 

 

 

   

図 7.2 S45C と AA5052 の変形抵抗の温度依存性 
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7.2 実験方法 

 引き抜き AA5052-H34 丸棒と圧延 S45C 丸棒を供試材として用い、圧力制御通電圧接を

行った。母材の化学組成を表 7.1 に示す。また、両材料の変形抵抗の温度依存性を調査す

るために、放電加工機（AG360L、SODIC）によって作製した平行部長さ 4 mm、厚さ 2 

mm、幅 2 mm の引張試験片（図 7.3a）を用いて高温引張試験（AGS-X、島津製作所）を

実施した。 

表 7.1 母材の化学組成（wt.%） 

 

 

 

 

（a） 

 

（b） 

図 7.3 （a）母材の高温引張試験片と（b）圧力制御通電圧接継手の引張試験片の模式図 
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 そこで、本章では大荷重とジュール熱を用いることで界面全域に低温で均一な入熱が可

能な圧力制御通電圧接法を用いて、変形しやすい Al 側は低い電気抵抗によって変形を遅

延させ、変形しにくい Fe 側は高い電気抵抗によって変形を促進することで、被接合界面

における両材料の変形を実現し、健全な接合界面を有する異種継手の作製を目指した。 

 丸棒を被接合材として使用する場合、S45C 側で発生するジュール熱はより温度が低い

AA5052 側に逃げるため、S45C 側の接合面の温度は接合面以外の領域よりも低くなり、

主な変形は接合面以外の領域で生じた。当該結果から、丸棒試料の接合面にジュール熱を

集中させるために、接合面の直径を 5.8 mm の円錐台形状（丸棒の直径：10 mm）にテー

パ加工することで、接合面の電流密度がそれ以外領域の 3 倍になるようにした。ジュール

熱 Q は下記の式 7.1 で計算することができる。 

Q = t*ρ*L*I2/r1r2π…………………………………………………………………………（7.1） 

t は時間（秒）、ρは比抵抗（Ω*m）、L は接合部長さ（mm）、I は電流（A）、r1 と r2

はそれぞれ接合面の直径と下部の直径である。式 7.１に基づくと、ジュール熱の発生量は

抵抗部の面積に反比例し、抵抗部の長さに比例する。 

 上記のテーパ形状に加え、S45C 側の発熱量を増加させ、AA5052 側の発熱量を減少さ

せるために、図 7.4 に示すように AA5052 側と S45C 側の接合部長さをそれぞれ 5 mm、4 

mm、3 mm および 6 mm、7 mm、8 mm に設定した。接合部の合計長は 11 mm で一定と

し、長さの比率を変化させている。 
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図 7.4 異なる接合部長さ比でテーパ加工した試料の模式図 
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表 7.2 圧力制御通電圧接の接合条件 

 

 

接合前には、旋盤を用いて丸棒の接合面を加工し、アセトンで洗浄した。接合条件は表

7.2 に示すように、電流を 5000 A、寄り代を７ mm に固定し、接合圧力を 160 MPa から

220 MPa まで変化させた。また、試料の表面に黒体塗料を塗布することで、両材料の放射

率を一致させ、熱画像カメラ（CPA-T640、CHINO）を用いて 30 fps のレート、0.94 の

放射率で接合温度を測定した。 

継手の引張強度は図 7.3b に示すように、直径 5.8 mm、平行部長さ 40 mm の丸棒試験

片を用いて、1 mm/min のクロスヘッド速度で引張試験を行うことで評価した。作製した

継手は放電加工機を用いて縦軸断面試料を切り出して、1 μm のダイヤモンド懸濁液を用

いて機械研磨を行った。走査型電子顕微鏡（Scanning electron microscope：SEM、JSM-

7001FA 、 JEOL ） と エ ネ ル ギ ー 分 散 型 X 線 分 析 装 置 （ Energy dispersive x-ray 

spectroscopy：EDS）を用いて接合界面における微細組織を観察した。また、S45C 側を

エタノール 98 ％+硝酸 2 %の溶液で 30 秒エッチングをし、AA5052 側を-30 ℃の温度と

15 V の電圧条件で、硝酸 30 ％+メタノール 70 %の溶液で 50 秒電解研磨をすることで、

観察試料を作製し、接合界面の微細組織を電子後方散乱回折法（Electron backscatter 

diffraction：EBSD）によって観察した。得られたデータは TSL 社の OIM（Orientation 

Imaging Microscopy、ver.5.31）を用いて解析した。また、接合界面の中心部において縦

軸方向に沿った硬さ分布も測定した（FM-300、FUTURE-TECH）。 
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7.3 実験結果および考察 

7.3.1 変形挙動に及ぼす接合部長さ比の影響 

 図 7.4 に示す異なる接合部長さ比で圧力制御通電圧接継手を作製した。図 7.5 に Al5/Fe6、

Al4/Fe7、Al3/Fe8 で得られた継手の縦軸断面写真を示す。各写真に示す数値（％）は、

初期の被接合界面から接合界面への面積の拡大率である。接合部長さ比が Al5/Fe6 から

Al3/Fe8 に変化すると、接合界面面積拡大率は 193%から 254％まで増加した。これは変

形しにくい S45C 側で生じるジュール熱が増加することで、接合面の変形が促進されるた

めである。 

   

 

図 7.5 異なる接合部長さ比で作製された継手の縦軸断面写真 
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 異なる接合部長さ比で作製された継手の引張強度を図 7.6 に示す。Al5/Fe6 から Al3/Fe8

まで、S45C 側の接合部長さの増加に伴い引張強度が向上し、Al3/Fe8 の条件で 215MPa

の最大引張強度が得られた。接合界面面積拡大率の増加に伴い、被接合面に存在する凹凸

や酸化膜がバリとして排出される量が増加し、新生面の形成が促進されることが継手の引

張強度の向上に寄与したと考えられる。 

 AA5052 側の長さを２ mm、S45C 側の長さを 9 mm にした Al2/Fe9 の条件では、接合

を達成することができなかった。これは、AA5052 側の接合部長さが短すぎるため、接合

に必要な変形量が得られなかったことが原因である。 

 図 7.7 に両材料の温度および変形挙動を表した赤外線イメージを示す。Al5/Fe6 と

Al4/Fe7 では AA5052 側が先に変形した後、S45C 側が遅れて変形を開始するが、Al3/Fe8

の場合では両材料の接合面が同時に変形することが観察された。接合時間に対する両材料

の接合面面積変化を計算し、接合面の変形挙動を定量的に分析した。 

 得られた結果を図 7.8 に示す。各条件における直線の傾きを比較したところ、AA5052

側は接合部長さが 5 mm から 3 mm に減少すると共に傾きが 46 mm2/s から 37 mm2/s に

減少し、S45C 側は接合部長さが 6 mm から 8 mm に増加するにつれ傾きが 21 mm2/s から

37 mm2/s に増加した。これらの結果は、接合部の長さと接合面の変形速度が比例するこ

とを示唆している。 
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図 7.6 異なる接合部長さ比で作製された継手の引張強度 
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図 7.7 接合中の赤外線カメラ画像 
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図 7.8 AA5052 側と S45C 側の接合時間と接合面面積変化の関係 

 

 異なる接合部長さ比における両材料の昇温速度を図 7.9 に示す。S45C 側の接合部を長

く、AA5052 側の接合部を短くすることで、S45C 側の昇温速度は増加し、AA5052 側の昇

温速度は低下している。以上の結果より、変形しやすい AA5052 側の昇温速度を低下させ

ることで AA5052 側の変形を抑制し、一方で S45C 側の昇温速度を増加させることで変形

を促進することで、接合界面における両材料の同時変形が可能であることが示された。 

 図 7.10 に異なる接合部長さ比における両材料の最高到達温度を示す。図 7.9 に示すよう

に接合部長さ比が昇温速度に及ぼす影響は顕著であるが、最高到達温度にはあまり影響し

ないことが明らかとなった。これは、接合圧力が一定の場合、材料が変形可能な温度、つ

まり最高到達温度は一定であることに起因すると考えられる。 
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図 7.9 異なる接合部長さ比における両材料の昇温速度 

 

 第 6 章では、寄り代を増加させることにより、接合界面の変形量、つまり接合界面面積

を増加させた。その結果、継手特性に有害である接合面の凹凸や酸化膜からなるバリの排

出量が増加し、これが継手強度を向上させると報告した。しかし、AA5052/S45C の異種

接合においては、図 7.2 で示すように両材料の変形抵抗の温度依存性が大きく異なるだけ

でなく、S45C 側で発生したジュール熱が、低温かつ高い熱伝導率を有する AA5052 側に

抜熱する。現状、Al/Fe の異材圧接において、接合界面で両材料を同程度変形させたとい

う報告は見当たらない[30-35]。これに対し、本章では両材料の均一な変形を得るために、

接合部の電気抵抗を制御することで昇温挙動と変形挙動を制御し、約 85 %の高い継手効

率を有する Al/Fe 異材継手の作製に成功した。 
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図 7.10 異なる接合部長さ比における両材料の最高到達温度 

 

7.3.2 機械的性質と微細組織に及ぼす接合圧力の影響 

 接合温度をより低下させて IMC 層および HAZ 部の形成を抑制し、継手効率を向上させ

るために、電流 3000 A、寄り代 7.0 mm と接合部長さ比 Al3/Fe8 を一定とし、接合圧力を

160 MPa、180 MPa、200 MPa および 220 MPa として圧力制御通電圧接を行った。図 7.11

に得られた継手の接合界面の縦軸断面写真を示す。接合界面面積拡大率は接合圧力に依ら

ず、ほぼ一定である。 

 接合界面中心部において縦軸方向に沿って硬さ分布を測定した結果を図 7.12 に示す。

接合界面近傍の S45C 側は硬化し、AA5052 側は軟化している。接合圧力が 160 MPa から

180 MPa、200 MPa、220 MPa に増加すると、S45C 側の硬化領域の幅は 5.0 mm から 4.5 

mm、4.0 mm、3.5 mm に減少した。一方で、AA5052 側の軟化領域の幅は 160 MPa から

220 MPa までの接合圧力の増加に伴い、僅かに減少している。 
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図 7.11 異なる接合圧力で作製した継手接合界面の縦軸断面写真 
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図 7.12 異なる接合圧力で作製した継手の接合界面中心部の縦軸方向に沿った硬さ分布 

 

 SEM および EBSD を用いて観察した S45C と AA5052 の母材および 180 MPa で作製し

た接合部の界面の中心部の微細組織を図 7.13 に示す。EBSD で得られた逆極点図（IPF；

Inverse pole figure ） では 高角粒 界 （ HAGBs ； 方位差 θ ≧ 15 º ）を青 線、低 角粒界

（LAGBs、15º>θ>2º）を白線で表している。S45C 母材の微細組織はフェライトとパー

ライトで構成されているが、接合部はマルテンサイトと少量のフェライトからなる組織に

なっている。したがって、S45C 側の接合部の顕著的な硬化は、接合後の冷却時に生じた

マルテンサイト変態に起因すると考えられる。一方で、AA5052 母材には冷間加工時に多

量の転位が導入されているが、接合部では回復を伴う動的再結晶で転位密度が大幅に減少

し、これが AA5052 側の接合部の軟化の原因であると考えられる。これらの結果は、

S45C 側の接合温度は A1 変態点温度以上に上昇し、AA5052 側の接合温度は転位の回復に

十分であることを示唆している。接合圧力の増加による硬化領域および軟化領域の減少は、

入熱量の減少による温度分布に起因すると考えられる。 
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図 7.13 S45C 側および AA5052 側の母材および接合部の SEM と EBSD による微細組織

観察結果 

 

図 7.14 は異なる接合圧力で作製した継手の引張試験結果を示す。接合圧力が 160 MPa

から 180 MPa に増加すると、継手の引張強度は増加したが、接合圧力が 200 MPa を超え

ると、引張強度が低下している。 
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図 7.14 異なる接合圧力で作製した継手の引張強度 

 

SEM と EDS を用いて観察した接合界面微細組織を図 7.15 に示す。接合圧力が 160 MPa

から 220 MPa に増加すると、接合界面における相互拡散層の幅が 5.7 μm から 0.8 μm に

減少している。これらの結果から、160 MPa から 180 MPa までの接合圧力の増加に伴う

継手引張強度の増加は、相互拡散層の幅の減少に伴って脆い IMC 層の形成が抑制された

ことが原因であると考えられる。接合界面の SEM 写真から、接合圧力 160 MPa および

180 MPa では欠陥のない健全な接合界面が形成しているが、接合圧力 200 MPa と 220 

MPa においては、白い点線の長方形で示すように接合界面において欠陥と未拡散部の存

在が観察された。これらの欠陥および未拡散部が、接合圧力が 200 MPa を超える場合の

引張強度低下の原因になると考えられる。 
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図 7.15 異なる接合圧力で作製した継手の接合界面の              

SEM 写真および EDS 連続点分析結果 

 

図 7.16 に熱画像カメラを用いて測定した接合中の最高到達温度を示す。接合圧力の増

加に伴い、S45C 側と AA5052 側の最高到達温度が共に低下している。AA5052 側の最高

到達温度の低下幅が比較的小さくなっているが、S45C 側からの熱伝導により、AA5052

側の接合温度に及ぼす接合圧力の影響がより小さくなったためだと考えられる。 

160 MPa、200 MPa、220 MPa で作製した継手の S45C 側と AA5052 側の引張試験後の

破面を図 7.17 に、180 MPa で作製した継手の引張試験後の破面を図 7.18 に示す。また、

EDS 分析結果と、破面の各測定点に存在する可能性がある相を表 7.3 に示す。160 MPa、

200 MPa、220 MPa の接合圧力で得られた継手の引張破断はいずれも界面で発生した。接

合圧力 160 MPa の場合、S45C 側と AA5052 側の両方の破面に Fe2Al、Fe2Al3、FeAl2 を含

む IMC 層の劈開破断面が全体的に観察された。接合圧力 200 MPa の場合、S45C 側と

AA5052 側の両方の破面に、Fe2Al、Fe2Al3、FeAl2 の IMC 層の劈開破断面以外に、少量の

Al 母材も観察された。接合圧力 220 MPa の場合、S45C 側の破面に IMC 層の劈開破断面

以外に Fe の母材も観察され、AA5052 側には IMC 層の劈開破断面以外に Al の母材も観察

された。また、表 7.3 を参照すると、接合圧力 200 MPa と 220 MPa で得られた破面の

IMC 層劈開破断面に存在する Al 母材には、Al 母材の組成のみが検出されたが、220 MPa
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で得られた S45C 側の破面にある Fe の母材には微量の Al が検出された。これは、S45C

側に微量の Al が拡散したことを示している。 

 

 

 

 

図 7.16 異なる接合圧力における接合中の最高到達温度 
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表 7.3 図 7.17 と図 7.18 に示した測定点における EDS 分析結果 
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図 7.17  接合圧力 160 MPa、200 MPa、220 MPa での S45C 側と AA5052 側の破面の

SEM 写真 

 

また、図 7.18 に示すように、接合圧力 180 MPa で得られた継手引張試験後の破面は、

黄色の Al 母材と紫色の IMC 層で構成される。Al 母材と IMC 層の拡大図も図 7.18 に示し

ているが、Al 母材にはカップとコーン形状の微細なディンプルが形成されており、IMC

層には平面の劈開破断面が観察された。 
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図 7.18 接合圧力 180 MPa での S45C 側と AA5052 側の破面の SEM 写真 

 

これらの結果に基づいて、各接合圧力で作製した継手の引張破断位置を図 7.19 のよう

に推測した。接合圧力 160 MPa で作製した継手は厚く脆い IMC 層内に破断したが、これ

は Al-Fe の異種接合において線膨張係数が大きく異なるため、接合温度が高くなると、冷

却時に IMC に発生する応力が大きくなり、微小な欠陥が発生すると考えられる[36]。接

合圧力 180 MPa で得られた継手では、接合界面における IMC 層と AA5052 側の HAZ 部

の混合破壊が発生した。接合圧力 200 MPa の場合、得られた継手は接合界面の IMC 層に

発生した欠陥に沿って AA5052 側を通過して亀裂が進展して破断したが、220 MPa の場

合、未拡散部から亀裂が発生し、S45C 側と接合界面に存在する IMC 層との間で亀裂が進

展して破断に至ったと考えられる。 
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図 7.19 異なる接合圧力で得られた継手の引張破断位置の模式図 
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7.4 まとめ 

 本章では、変形抵抗の温度依存性に交点のない、すなわち、すべての温度において、片

方の材料の変形抵抗がもう一方の材料の変形抵抗を上回る組み合わせとして、Al/Fe の異

材組み合わせに対して、圧力制御通電圧接を用いた異種接合を試みた。電気抵抗が接合部

長さに比例することを利用して、接合部長さ比を Al5/Fe6 から Al3/Fe8 まで変更させるこ

とにより、S45C 側の昇温速度を増加させ、AA5052 側の昇温速度を低下させることに成

功した。その結果、S45C 側の変形を促進し、AA5052 側の変形を抑制することで、接合

界面において両材料が均一変形した継手の作製を実現した。また、接合圧力の増加により

接合温度を低下させることで、AA5052 側の転位回復による軟化部の幅と S45C 側のマル

テンサイト変態による硬化部の幅を減少させるだけでなく、接合界面に形成した IMC 層

の厚さを減少させることに成功した。接合圧力を 160 MPa から 180 MPa まで増加し、

IMC 層の幅を減少させ、AA5052 側の HAZ 部の形成を抑制することにより、継手効率は

85 %の最高値に達した。一方で、接合圧力が 200 MPa を超える場合は接合温度が低くな

り過ぎ、接合界面において欠陥や未拡散部が形成し、継手強度が低下した。 
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第８章 総括 

 本研究では、既存の溶融溶接法および固相接合法における高い接合温度や接合界面温度

と組織の不均一性などの問題を解決するため、新規固相接合法として圧力制御通電圧接法

を開発した。 

 中炭素鋼（S45C）の同種組み合わせ、アルミニウム合金（AA5052）の同種組み合わせ、

チタン合金（Ti-6Al-4V）とステンレス鋼（SUS316L）の異種組み合わせ、およびアルミ

ニウム合金（AA5052）と中炭素鋼（S45C）の異種組み合わせの４パターンの被接合材の

組み合わせに対して、圧力制御通電圧接の適用可能性を検討した。本接合法では、電気抵

抗熱を熱源として利用することで接合界面全域に均一な温度分布を付与することができ、

接合圧力によって接合温度を正確に制御し、大きな接合圧力を印加することで低温での接

合が可能となった。作製した継手に対して、微細組織観察および力学特性評価を行った結

果、得られた各章の結言を下記のように述べる。 

 第 1 章は、序論であり、本研究の目的や本論文の構成について説明した。 

 第 2 章は、研究背景であり、代表的な固相接合法として挙げられる摩擦圧接における四

つの材料組み合わせに対する先行研究を調査することで、研究の現状や問題点を述べた。 

 第 3 章は、圧力制御通電圧接の開発の詳細を説明し、新規固相接合法の接合原理を示し

た。また、接合装置の構成を紹介し、その温度制御機構について述べた。 

 第４章では、圧力制御通電圧接法を用いて中炭素鋼丸棒の同種接合を実施し、作製した

継手における機械的性質の評価および微細組織の観察を行うことで、接合パラメータの影

響を調査した。本接合法では、接合圧力によって接合温度を決定することができ、電流お

よび寄り代は接合温度にほとんど影響を及ぼさないことを示した。また、電流値と寄り代

は、それぞれ昇温速度と接合界面の変形量に大きな影響を及ぼすことを明らかにした。接

合パラメータを適切に決定することで、接合界面全域に A1 点以下の接合温度を実現する

とともに、被接合界面の変形を促進することによって、脆いマルテンサイト、熱影響によ
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る軟化領域および接合界面欠陥の全てを抑制し、母材と同等な引張特性を有する継手の作

製に成功した。 

 第 5 章では、圧力制御通電圧接を用いて加工硬化系アルミニウム合金 AA5052-H34 の同

種接合を行った。テーパ形状の試験片を用い、高寄り速度を付与して圧縮変形をさらに迅

速にすることで、接合界面拡張に伴う接合界面温度低下の防止が可能になった。そこで、

未接合部や欠陥の形成を効果的に抑制でき、健全な界面組織を有する継手が得られた。加

えて、接合圧力の変更により接合温度を制御できる概念を利用して、接合圧力の増加によ

り接合温度を低下することで、継手の熱影響軟化領域の形成が完全に抑制され、母材強度

に匹敵する継手の作製に成功した。 

 第 6 章では、圧力制御通電圧接法を用いて変形抵抗の温度依存性が異なるチタン合金

Ti-6Al-4V とステンレス鋼 SUS316L の異材接合を行った。接合圧力を Ti-6Al-4V と

SUS316L の変形抵抗-温度曲線の交点に対応する値に設定することで、両材料が当接する

被接合面を半径方向に同時に変形することに成功した。また、電気抵抗熱を用いることに

より、接合界面全域を均一に加熱することができると共に、低い温度と短い時間で接合を

達成することで、熱影響軟化部の形成を抑制し、極めて薄い金属間化合物層を接合界面全

域に均一に形成させることができた。その結果、ステンレス鋼側の母材での引張破断を実

現し、100 %の効率を有する継手の作製に成功した。 

 第 7 章では、圧力制御通電圧接法を用いて、変形抵抗の温度依存性曲線に交点のないア

ルミニウム合金 AA5052 と中炭素鋼 S45C の異材接合を実施した。電気抵抗が接合部長さ

に比例することを利用して、各材料の電気抵抗を変更して変形挙動を制御することで、両

材料を密着させながら同時に変形させることにより、健全な継手の作製を目指した。変形

しやすい Al 側は電気抵抗を下げて変形を遅延させ、変形しにくい Fe 側は電気抵抗を上げ

て変形を促進することで、両材料の同時変形を実現し、健全な接合界面を有する継手の作

製に成功した。また、接合圧力の増加により接合温度を低下させることで、熱影響部の幅
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を減少させるだけでなく、接合界面に IMC 層の形成を抑制することにより、85 %の効率

を有する継手の作製に成功した。 

  第 8 章では、本研究で得られた主な結論を総括した。 
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